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建屋滞留水処理等の進捗状況について（案）



１．概要
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循環注水を行っている１～３号機原子炉建屋（R/B）については，2022～2024年度内に，
R/B滞留水を2020年末の半分程度（3,000m3以下）に低減する。

比較的高い全α濃度（2~5乗Bq/Lオーダー）が確認されているR/B滞留水については，性状
分析等を進めている。今後，分析結果を踏まえたα核種拡大防止対策を進めていく。



２．今後の建屋滞留水処理計画
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循環注水を行っている１～３号機R/Bについて，2022～2024年度内に，R/B滞留水を2020年末の半分程度
（3,000m3以下）に低減する。

建屋滞留水の水位低下は，ダストの影響の確認や，R/B下部に存在するα核種を含む高濃度の滞留水を処
理することによる急激な濃度変化のよる後段設備への影響を緩和するため，建屋毎に2週間毎に10cm程度
のペースを目安に水位低下を実施中。

PMB，HTIについては，極力低い水位を維持※1しつつ，ゼオライト土囊等の回収及びα核種拡大防止対策の実
施後，最下階床面を露出させる計画。
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サブドレン水位

今後の1~3号機R/B水位低下計画案

現在

T.P.-2,200程度

T.P.-2,800程度

T/B・Rw/B床面

1号機R/B滞留水水位

2号機R/B滞留水水位

3号機R/B滞留水水位

更新予定

※1 PMBはT.P.-1200程度、HTIはT.P.-800程度（推進1.5m程度）で水位を管理。
なお，大雨等による一時的な水位変動の可能性あり。



【参考】滞留水貯留量と滞留水中の放射性物質量について
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建屋滞留水処理における貯留量と放射性物質量の推移を以下に示す。
建屋滞留水処理は計画的に進め，建屋滞留水貯留量を段階的に低減させている。
また，高い放射能濃度が確認された2号機R/B底部の滞留水処理を進める等，放射性物質量に
ついても効果的に低減させている※。

2019.03(実績) 2021.02(現在)

号機 建屋 貯留量 放射性物質量 貯留量 放射性物質量

1号機

R/B 約 1,800 m3 1.4E14 Bq 約 600 m3 4.4E13 Bq

T/B 床面露出維持 床面露出維持

Rw/B 床面露出維持 床面露出維持

2号機

R/B 約 3,200 m3 1.1E14 Bq 約 1,800 m3 8.6E13 Bq※

T/B 約 3,100 m3 5.0E13 Bq 床面露出維持

Rw/B 約 800 m3 1.3E13 Bq 床面露出維持

3号機

R/B 約 3,300 m3 5.7E14 Bq 約 1,900 m3 2.2E13 Bq

T/B 約 3,300 m3 1.6E14 Bq 床面露出維持

Rw/B 約 800 m3 3.9E13 Bq 床面露出維持

4号機

R/B 約 3,200 m3 2.9E12 Bq 床面露出維持

T/B 約 3,000 m3 2.7E12 Bq 床面露出維持

Rw/B 約 1,200 m3 1.1E12 Bq 床面露出維持

集中Rw
PMB 約 11,000 m3 4.4E14 Bq 約 4,700 m3 1.8E14 Bq

HTI 約 3,100 m3 1.7E14 Bq 約 2,700 m3 2.2E14 Bq

合計 約 37,700 m3 1.7E15 Bq 約 11,800 m3 5.5E14 Bq

※ 2号機R/Bは底部の滞留水処理を実施する際の一時的な濃度変化の影響（攪拌の影響）を受け，評価上の放射性物質量が変動。

更新予定



【参考】1~4号機における建屋滞留水中の放射能濃度推移
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各建屋における建屋滞留水の放射能濃度測定値

以下に1~4号機における建屋滞留水中の放射能濃度推移を示す。

更新予定



2020年度 2021年度 2022年度 2023年度以降

原子炉建屋
建屋滞留水水位低下

α核種粒径分析

α核種吸着材試験
（浸漬試験）

α核種吸着材カラム試験

既存設備改造

建屋滞留水処理

３．α核種の性状確認状況および今後の対策

2,3号機R/Bで比較的高濃度のα核種が確認された滞留水について，0.1μmのフィルタでのろ過試験を実施。大部分のα核
種はフィルタで除去できるが一部は滞留水中に残ることを確認。

一部のα核種については0.1μm以下の粒子状，またはイオン状にて存在していると想定。

α核種対策として現在，2号機R/Bの滞留水を用いて以下の分析・試験を実施中。

α核種の核種分析および粒径分布の分析

イオン状α核種の除去能力確認のための吸着材試験（浸漬試験）

上記結果を踏まえ，既存水処理設備に対し，粒子・イオン双方に対する設備の改造を検討。

粒子 ：α核種の粒径にあったフィルタの導入

イオン：α核種除去能力のある吸着材の導入

PMB,HTI建屋水位低下

継続して適宜実施予定

既存吸着塔でも
α核種を除去でき
ることを確認

α核種除去能力のある最も最
適な吸着材を選定

α核種の粒径にあったフィルタの導入

ポンプ
フィルタ

受けタンク

新規設備を検討中
SARRYⅡ（例）

α核種を除去可能な
吸着材に変更

α核種の粒径分布から
フィルタ径を設定

→今後の廃炉作業に伴う滞留水水質変化にも対応

現在使用しているSARRY吸着材等でα核種の低減を確認

第86回特定原子力施設監視・評価検討会（2020.12.14） 資料3-1抜粋

進捗状況ご報告
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４．建屋滞留水中のα核種の状況

R/Bの滞留水からは比較的高い全α（2~5乗Bq/Lオーダー）が検出されているものの，セシウム吸着装
置入口では概ね検出下限値程度（1乗Bq/Lオーダー）であることを確認。

全α濃度の傾向監視とともに，α核種の性状分析等を進め，α核種の低減メカニズムの解明を進める。

今後，R/Bの滞留水水位をより低下させていくにあたり，全α濃度が上昇する可能性もあることから，
PMB，HTIの代替タンクの設置や，汚染水処理装置の改良も踏まえた，α核種拡大防止対策を検討中。

現状の全α測定結果 [Bq/L]

1号機R/B 2号機R/B 3号機R/B PMB HTI 合計

1.1 E+09 2.7 E+07 6.6 E+08 7.6 E+07 -※2 1.9 E+09

各建屋滞留水の全αの放射性物質量評価［Bq］※1
※１ 最新の分析データにて評価をしているが，今後の

全αの分析結果によって、変動する可能性有り
※２ 検出下限値

6

更新予定
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５．α核種管理の目指すべき状態

①8.5m盤：α汚染拡大リスクの最小化が図れた状態
• 漏らさない系統構成と早期発見を目指した状態監視（βγ汚染と同じ）
• 各建屋滞留水の定期モニタリングによるα放射能濃度の把握
• 8.5m盤から33.5m盤へのα汚染移行抑制措置。水処理設備の最下流(SARRY)の系統内
濃度を告示濃度(4Bq/L)未満とする。

②33.5m盤：α汚染管理が要らない状態
• 目標値を超過して保管する場合は、系統/設備を識別管理する

T/B

R/B

PMB/HTI

RO
ALPS

系統バウンダリとモニタリング運用により、漏らさない／漏
れても早期発見できる状態を目指す。
（告示濃度超過を許容。漏らさない管理を遂行）

どこで漏えいしても告示濃度（4Bq/L）を超えない状
態を目指す。告示濃度超過する場合は、識別管理。

8.5m盤内でα核種を管理するためSARRY、SARRYⅡでα核種を除
去できる状態を目指す。
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報告内容

①α核種分析

②α核種元素分析

６．α核種性状分析の進捗状況報告

α核種対策として現在、2号機R/Bの滞留水を用いて以下の分析・試験を実施し
ている。今回は採取器を用いた底部付近でのサンプリングを実施し、前回より
もα核種濃度が濃い水で核種分析を実施した。（前回はポンプを用いたサンプリ
ングを実施）

種類 全α濃度(Bq/L) Cs-137(Bq/L) 塩化物イオン濃度(ppm) 全β(Bq/L) 採取方法

前回採取した水
(2020.2.13採取)

6.8E+01 1.3E+09 13,875ppm 1.5E+09 ポンプを用いた底部より約
1mでのサンプリング

7.9E+01 1.3E+09 13,875ppm 1.6E+09 ポンプを用いた底部付近で
のサンプリング

今回採取した水
(2020.6.30採取)

3.2E+04 1.4E+09 20,200ppm 1.5E+09 採集器を用いた底部付近で
のサンプリング
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６-１． α核種のフィルタによるろ過結果

試験水に対し、段階的なフィルタを設け、各フィルタでの回収物とろ液に対し分析を実施。

フィルタ径の選定にあたっては、ALPSで使用しているクロスフローフィルタが0.02μmであることから
本試験でも0.02μmまでを採用することとした。

α核種の粒径として、概ね数μm以上のものと推測され、同程度のフィル
タを設置することにより、告示濃度(4Bq/L)を満足できると考える。

試験水

ろ液

ろ液

ろ液

10μmフィルタ

1μmフィルタ

0.1μmフィルタ

0.02μmフィルタ

ろ液

【参考】

フィルタ設備のメッシュ径の設計に反映

U-235 U-238 Am-241 Cm-244 Cm-242 Pu-238 Pu-239+240

> 10 µm 7.2E-01 5.7E+00 1.7E+04 1.3E+04 5.6E+01 5.2E+03 1.8E+03

10～1 µm <6.0E-04 1.3E-03 <2.0E+00 <2.0E+00 <2.0E+00 <6.0E-01 <6.0E-01

1～0.1 µm <6.0E-04 1.7E-03 <2.0E+00 <2.0E+00 <2.0E+00 <5.0E-01 <6.0E-01

0.1～0.02 µm 3.0E-03 2.4E-02 <1.0E+00 <2.0E+00 <2.0E+00 <6.0E-01 <9.0E-01

< 0.02 µm（ろ液） <9.0E-04 1.9E-03 7.7E-01 <5.0E-01 <6.0E-01 1.4E+00 <5.0E-01

粒径
Bq/L

全α Cs-134 Cs-137 Co-60 Sb-125 Eu-154

> 10 µm 3.7E+04 1.7E+06 3.2E+07 1.7E+06 1.3E+06 7.3E+04

10～1 µm <2.0E+00 2.2E+04 4.4E+05 <8.0E+02 <7.0E+03 <2.0E+03

1～0.1 µm <2.0E+00 <7.0E+02 3.2E+03 <5.0E+02 <2.0E+03 <2.0E+03

0.1～0.02 µm <2.0E+00 5.9E+03 1.1E+05 5.6E+02 <5.0E+02 <3.0E+02

< 0.02 µm（ろ液） 2.2E+00 7.0E+07 1.4E+09 5.5E+04 <7.0E+03 <2.0E+03

粒径
Bq/L

Uを除くデータは
廃炉・汚染水対策
事業による成果
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孔径10μmフィルター回収物の溶解液について元素濃度を分析した。

主に鉄成分に海水由来の元素が確認されている。

B Na Mg Al Si K

今回採取した水 4.6×10-3 ND 4.2×10-2 1.8×10-1 2.7×10-2 ND

前回採取した水*1 ND 1.3×10-1 1.1×10-2 ND ND ND

Ca Ti Mn Fe Zn Sr

今回採取した水 2.0×10-2 ND 6.4×10-3 2.0×100 2.8×10-1 ND

前回採取した水*1 5.4×10-3 ND ND 1.3×10-3 ND ND

B Na Mg Al Si K

今回採取した水 0.18 ND 1.6 7.1 1.1 ND

前回採取した水*1 ND 88.2 7.3 ND ND ND

Ca Ti Mn Fe Zn Sr

今回採取した水 0.79 ND 0.25 78.2 10.7 ND

前回採取した水*1 3.6 ND ND 0.8 ND ND
孔径10 µm フィルター回収物

元素組成
*1 孔径1及び10 µmフィルター回収物の合計値. ろ過後に洗浄していないため、海水成分による影響の可能性がある.
*2 「ND」は不検出.
*3 検出された元素の合計を100 %としている。

【参考】ろ液の元素組成

孔径10μmフィルター回収物の元素濃度［単位：mg/mL試料］

孔径10μmフィルター回収物の元素組成［単位：%］

本データは廃炉・汚染水対策事業による成果



粒子
番号

粒径
/μm

U, Zr
存在
量比
*/ %

SEM像
U 

マッピング
像

P1 4.0 70.4

P2 1.1 72.1

P3 0.9 31.0

P4 0.6 86.6
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(1)粒径10μm以上の分析結果

*U/(U+Zr)により算出

粒子
番号

粒径
/μm

U, Zr
存在
量比
*/ %

SEM像
U 

マッピング
像

P1 4.4 71.9

P2 2.8 94.2

P3 2.6 84.4

P4 2.4 69.4

・大きなフィルタ孔径にかかわらず、粒径0.5～
4.4μm程度のU含有粒子が検出された。
⇒大きな粒子が多いため、ケークろ過となってい
ると考えられる。

・Uの他、Zr, Zn, Ni, Fe, Mn, Cr, S, Si, Al, Mg, 
Naなどが共存元素として検出された。

６-２． α核種元素分析（１／２）

SEM-EDXによるU含有微粒子を検出し、α核種の形状元素分析を実施した。以下に検出された粒子
の代表を示す。

(2)粒径0.2~10μmの分析結果

・粒径0.6～4.0μm程度のU含有粒子が検出され
た。

・浅部と深部を混合した試料の場合と比較して
も、粒径に大きな違いはない。

・Uの他、Zr, Zn, Fe, Mn, Cr, S, Si, Al, Mg, 
Naなどが共存元素として検出された。
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SEM-EDXによりα核種を多く含有する粒子の元素組成を分析した。

二次電子像 反射電子像 光学顕微鏡像 X線像(C)

- -

X線像(O) X線像(Na) X線像(Al) X線像(Si)

- - - -

X線像(S) X線像(Cl) X線像(Fe) X線像(Zn)

- - - -

原子数(%)
C O Na Mg K Ca Al Si S Cl Fe Zn

42.36 44.27 1.36 0.35 0.06 0.09 1.64 1.45 0.39 0.98 6.28 0.77

SEMの元素分析結果

X線スペクトル

・粒子は主にFeを主成分とする粒子。

・そのほか、Na, Mg, K, Ca, Al, Si, S, Cl, Znなどが共存

６-２． α核種元素分析（２／２）

α核種元素分析(1)(2)の結果、U粒子を捕捉すると、他の含有元素も捕捉することになるため、これら
の元素が保管時に問題ないか検討する。（少量であるがAlが存在する等）
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Power the Future

【参考】2号機トーラス室滞留水【01】

①：Cr2O3+Fe3O4

②③⑤⑥：c-(U,Zr,Fe,Cr)O2

④：(Fe,Cr)3O4

① ② ③

④ ⑤ ⑥

TEM像

元素組成回折図形

• 主相は立方晶 (U,Zr,Fe,Cr)O2固溶体で、粒子の周囲に
(Fe,Cr)3O4と六方晶Cr2O3が周辺に存在

• 大粒子のU/(U+Zr)比は約0.6で、小粒子(⑤)は約0.7
• (Fe+Cr)濃度は約18~19at%
• 溶融凝固過程

① ② ③ ④⑤⑥

第84回廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局打合せ
（2020.11.26） 資料3-3抜粋
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Power the Future

【参考】 2号機トーラス室滞留水【02】

①~④：c-(U,Zr)O2

① ② ③

④

• 主相は立方晶のUO2固溶体
• 曲率から4μm程度の粒子からの破片と推定
• Zrの含有量は約5at%、
• Fe、Crの含有量は約2~4at%と示されている。ただし

値の有意性については未確認
• 溶融凝固過程

TEM像

元素組成回折図形
① ② ③ ④

第84回廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局打合せ
（2020.11.26） 資料3-3抜粋
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６-3．α核種性状分析を踏まえた現在の検討状況

今回採取した水は、U、Pu、Am、Cmともに多くは数μm以上の粒子として存在
している。

なお、廃炉・汚染水対策事業でのTEMの結果ではZr、Fe、Crを含むUO2で存在
しているものと推定している。

α核種の粒径として、概ね数μm以上のものと推測され、同程度のフィルタを設
置することにより告示濃度(4Bq/L)を満足できるものと考える。 今後の水質の
変化等を考慮して、ALPSクロスフィルタのメッシュ径である0.02μm程度の
フィルタを設計上想定していく。

今回は2号機R/Bの滞留水を採取し、分析・試験を実施し、今後のフィルタ設計
の指標を検討した。今後も３号機R/Bの滞留水の採取等を行い、知見を拡げてい
く。
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7．イオン状α核種の除去能力確認のための吸着材試験

α核種対策として吸着材に対する除去性能の確認を進めており、現行のCs吸着装置等に
て、α核種を低減できることを確認。
福島第一原子力発電所で使用実績のある吸着材、または新規にα核種除去が期待される吸
着材に対しα核種吸着試験（浸漬試験）を実施。
測定結果として、すべての吸着材でα核種の低減が確認できた。
今後通水試験を実施し、除去性能を詳細に確認していく予定。

現在SARRYで使用中の吸着材。
この評価結果より、現時点でも
α核種を捕捉している可能性が
ある。

全α(Bq/L)

2R/B試験水（原水） 3.2E+04

2R/B試験水（0.1μmろ過） 2.0E+02

A（0.1μmろ過） <3.0E+00

B（0.1μmろ過） <2.4E+00

C（0.1μmろ過） <3.8E+00

D（0.1μmろ過） <3.8E+00

E（0.1μmろ過） <2.8E+00

F（0.1μmろ過） <2.8E+00

G（0.1μmろ過） <2.8E+00

H（0.1μmろ過） ＜2.0E+00

I（0.1μmろ過） <3.0E+00

J（0.1μmろ過） <3.0E+00

K（0.1μmろ過） <3.0E+00

L（0.1μmろ過） <3.0E+00

吸着材
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本結果より、ALPSクロスフィルタのメッシュ径である0.02μm程度のフィルタを設計上、
検討した。
SARRYⅡの処理流量25m3/hを通水するのに必要なフィルタ孔径とモジュール数の関係は以
下のとおりとなる。

限界までフィルタ孔径を小さくするとモジュール数が97となり、設備規模が膨大となり設
置ができない。（ALPSの10倍以上の規模感）
フィルタの除去率と現場設置の実現性を踏まえ、0.002～0.02μmのフィルタを選定する。

【参考】α核種除去に向けた設備改造

ポンプ

フィルタ

受けタンク

新規設備を検討中
SARRYⅡ（例）

α核種除去に向けた設備改造のイメージ図

0.002～0.02μｍのフィルタを選定

進捗状況ご報告

フィルタ孔径(μm) 0.002 0.01 0.1

フィルタ本数 3571 205 102

モジュール入数 37 37 37

モジュール数 97 6 3



【参考】ALPSで導入しているクロスフロー方式のセラミックフィルタ

https://www.noritake.co.jp/products/s
upport/detail/15/より引用

原水
透過水

https://www.noritake.co.jp/products/support/detail/15/
より引用

フィルタ孔径

モジュール
モジュール入数

■ALPSではフィルタ孔径0.02μmを採用しており、現在までALPS出口でα核種は検出されていない。
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共通要因分析から抽出された弱み
および対策案について(案)

東京電力ホールディングス株式会社

2021年2月10日



１

１. 共通要因分析の実施について

【不適合全体の傾向分析と取り組みの実施】
・上記４件を含めた上期不適合全体に対する傾向分析を実施し、
共通的な弱みを抽出。

（例）・放射線管理、運転管理分野に弱み

・現場に根ざしたリスク抽出が不足

・改善策を社内で議論し、取り組みを決定、開始。
（例）防護指示書等を活用したMOの実施

①2020年度上期の状況
４件の違反評価表※（軽微な違反(監視)）を受領。
・３号ＴＢ屋上部雨水対策工事身体汚染
・大型機器メンテナンス建屋における休憩所サーベイの未実施
・２号機使用済燃料プール一次系ポンプ停止
・５・6号機自動火災報知設備の火災信号受信不備

②当社の対応
【個別事象の原因追求・対策の立案】
・不適合プロセスに従い、個別事象について原因の深掘り，対策の

立案を実施

これらの対応の概要を12月14日の監視・評価検討会でご説明

(※)実施計画違反事項の影響度の総合的な評価表



２

①その後の状況
・１２月に新たに違反評価表を受領

１号機ＰＣＶガス管理設備全停LCO逸脱

・社内の議論
共通的な弱みの組織的、構造的な原因や、力量不足の背景等

について更なる深堀りが必要との議論

・１２／１４監視・評価検討会での議論

徹底的な要因の深堀りや共通要因分析の必要性の指摘

②追加の対応
上記の通り、
・共通的な弱みの根本的な要因の深掘りが必要と考えられること
・上期の4件に加え、下期にさらに1件の違反評価表が新たに発出されたこと
・このように品質に係わる重大な問題が連続して発生していること

を踏まえ，これら５件の事象を対象に
あらためて徹底的な共通要因分析／根本原因分析を実施することとした。

今回、共通要因分析の結果をご報告



２．違反評価表 発出事象（5件）に対して確認された弱み

業務
分野

件名

共通要因分析により確認された弱み（QMS構成要素と関連付け）

運
営
管
理

業務の計画及び実施
評
価

改善 資源の運用管理設計管理
調達管理

運転管理 放射線管理 保守管理他

1
放射線
管理

大型機器メンテ
ナンス建屋内に
おける休憩所
サーベイの未実
施

2
放射線
管理

３号機ＴＢ屋上
部雨水対策工事
における顔面汚
染

3
運転
管理

２号機ＳＦＰス
キマサージタン
ク補給時におけ
るＳＦＰ一次冷
却ポンプ停止

4
設計
管理

５・６号機周辺
建屋火災警報の
移報不備

5
保守
管理

１号機ＰＣＶガ
ス管理システム
排気ファン全停
事象

３

共②
【当社】
ＭＭＩや誤操作
防止(設置エリア
の適切性含む)
が十分に配慮で
きていない設計
および設備

【当社】【企業】
本作業以外の
リスクが見落と
されている

共①

【企業】
１Ｆの放射線環境
・工事環境に追従
しきれていない企
業放射線管理員の
弱さ

共③

【企業】
１Ｆの放射線環境
・工事環境に追従
しきれていない企
業放射線管理員の
弱さ

共③

共②
【当社】
ＭＭＩや誤操作
防止(設置エリア
の適切性含む)
が十分に配慮で
きていない設計
および設備

【当社】【企業】
本作業以外の
リスクが見落と
されている

共①

【当社】
体制が確立されていない状態での操作，
要領書の不使用（個別の問題）

個B

【当社】
専門家が業務に対して十分な関与が
できていない

個C

【当社】
変更管理の弱さの顕
在化（分掌化した業
務に対する継続的な
周知・教育の弱さ）

個A

下表のとおり、複数の案件に共通の弱み、個別に注視すべき弱みが確認された。

【当社】
体制が確立されて
いない状態での
操作，要領書の
不使用（個別の
問題）

個B



４

３．対策案の検討結果 (対策検討の詳細はスライド７～10を参照)

抽出された弱さを踏まえ、対策案を下表にまとめた

抽出された弱さ 対策案 ＊青文字は既に取り組み中 対応部門

【共①】
本作業以外でのリスクの
見落とし

●エラーによる影響が大きい以下の作業について、次の観点を留意し、
事前のリスク検討を行う
・誤操作の観点：作業員が行う操作(作業員の現場知識の確認含む)

・汚染・被ばくの観点：ダストが舞い上がる可能性がある作業

●放射線防護に関する事前リスク検討に際しては、放射線部門が
「確認すべき視点」を作成し主管部門が活用する(個Cも考慮）

現場作業を有する部門
防災・放射線センター

●現場(TBM-KY)での最終確認の徹底 現場作業を有する部門

【共②】
MMI(操作系)に配慮でき
ていない設計・設備

●既存設備に対するMMIの適切性評価と設備対策 設備形成の在り方検討WG
(主査：計画・設計センター長)

●新規設計においてMMI等を検討する体制を整え設備構築を行う
(個B、Cも考慮）

計画・設計センター
建設・保守・運用センター

【共③】
企業放射線管理員の弱さ

●実務に即した企業の放射線管理員への教育となるよう
当社から企業に対して教育すべき内容を明確にし、関与する

防災・放射線センター

個別要因(個A～C）の
水平展開として実施する
対策

対策案 ＊青文字は既に取り組み中 対応部門

●現場管理に関する実務的な内容を反復して教育する (※)保全CRC
（建設・保守・運用センター
現場を有するプログラム部）

●防護指示書等を活用したコーチングによる当社社員の力量向上 現場作業を有する部門

(※)保全CRC：保全分野(工事監理員等)の教育訓練に関するカリキュラムレビュー会議



【参考１－１】共通要因の深掘り（背後要因）

1)大型機器メンテ
ナンス建屋内にお
ける休憩所サーベ
イの未実施

2)３号機ＴＢ屋上
部雨水対策工事に
おける顔面汚染

3)２号機ＳＦＰ
スキマサージタン
ク補給時における
ＳＦＰ一次冷却
ポンプ停止

4)５・６号機周
辺建屋火災警報
の移報不備

5)１号機ＰＣＶガ
ス管理システム排
気ファン全停事象

共①【当社】【企業】
本作業以外のリスクが
見落とされている

共③【企業】
１Ｆの放射線環境・工
事環境に追従しきれて
いない企業放射線管理
員の弱さ

共②【当社】
ＭＭＩや誤操作防止
(設置エリアの適切性
含む)が十分に配慮で
きていない設計および
設備

事象 共通要因 背後要因

震災後に急造した設備
(設置優先の工事)

ダストが舞い上
がる作業、作業
員の警報操作で
の手順が手順書
化されていない

従前，当たり前
の作業でリスク
が無いと考えて
いた

1Fにしか設置
されていない
設備

実務に即した教育内容
となっていない

企業放管員が1F
の放管ルールを
理解していない

運用は設備の設置時
に調整
(運用体制・ルール)

企業放管員が
現場作業の詳細
を把握できず
リスクを潰せて
いない

運用変更が頻繁
(1F単独のルール)

廃炉機能に
優先した
設計(急造)

リスクが
抽出され
ていない

１F特有の
現場

１Fの放射線環境(ダストによる
他の発電所よりもリスクが高い）

共①の
背後要因

付随作業が作業要領
書に記載されていな
い

付随作業が事前検討
会等でリスクを議論
されていない

急造設備でMMIを十
分に検討できていな
い場合があることを
ヒア

運用を十分に確認で
きていない

企業の教育資料
(テスト)でRI１種
の問題，易しすぎ
る問題があること
を確認

変更後に再周知を必
ずしも実施していな
いことをヒア

放管員が掃除に対して
リスク管理は出来たが
付随作業(塗装時の付随
清掃)までリスク管理を
できなかったことをヒア

ヒアリングや書類等
で確認した事実関係

５

急造し設置時に運用
を調整している場合
があることをヒア



1)大型機器メンテ
ナンス建屋内にお
ける休憩所サーベ
イの未実施

2)３号機ＴＢ屋上
部雨水対策工事に
おける顔面汚染

3)２号機ＳＦＰス
キマサージタンク
補給時におけるＳ
ＦＰ一次冷却ポン
プ停止

4)５・６号機周
辺建屋火災警報
の移報不備

5)１号機ＰＣＶガ
ス管理システム排
気ファン全停事象

個A)【当社】
変更管理の弱さの顕在
化（分掌化した業務に
対する継続的な周知・
教育の弱さ）

個C)【当社】
専門家が業務に対して
十分な関与ができてい
ない

個B)【当社】
体制が確立されていな
い状態での操作、要領
書の不使用

事象 個別要因 背後要因

実務的な運用変更を
変更時のみの周知と
なっている

ヒアリングや書類等
で確認した事実関係

震災後に個別休憩所の
放射線管理を放射線管
理部門から主管へ移行

防火の専門的な視点で
火災設備をレビューする
体制が不明確

経験の少ない主管
部門が管理主体

震災後に多数の休
憩所が設置された
ために主管Gへ業
務を分掌（共有休
憩所は放射線管理
部門，個別休憩所
は主管)をヒア

６

運用の視点で設備設計を
レビューする体制がプロ
セス上不明確

防火・防災管理会議
での火災設備へのレ
ビューが明確でない

設計管理ガイドで運
用方法を行うことが
明確でない

主管部門による直接原因分析のとおり
（操作体制の不備）

【参考１－２】個別要因の深掘り（背後要因）

変更後に再周知を必
ずしも実施していな
いことをヒア



【参考２－１】対策（案）＜作業のリスクの見落とし＞

共①【当社】【企業】
本作業以外のリスクが
見落とされている

従前，当たり前の
作業でリスクが無
いと考えていた

1Fにしか設置され
ていない設備

１Fの放射線環境
(ダストによる他の
発電所よりもリス
クが高い）

●左記の観点での作業手順の抽出、リスク検討を実施

●現場(TBM-KY)での最終確認の徹底
事前検討会、安全事前評価、安全点検で確認した状態から
変更がないことを，現場TBM-KYで最終確認する。
【取り組み中】

●作業員が操作する場合、現場設備や作業エリアの知識の
有無を企業が確認していることを安全事前評価等で当社が
確認する

共通要因を
鑑みた対策

抽出された
背後要因 対策(案)

７

現在のプロセス等とのギャップ
に鑑みた対策(案)の考え方

作業員の現場設備や
作業エリアに対する
知識の確認が必要

(企業)事前検討会、
(当社)安全事前価、
安全点検、TBM-KY
で作業リスク検討
を行う機会がある
が，エラーによる
影響が大きい以下
の作業において、
次の観点でリスク
検討が十分されて
いない
・誤操作の観点：
作業員が行う操作
・汚染・被ばくの
観点：ダストが舞
い上がる可能性の
ある作業

１F特有の現場

ダストが舞い上が
る作業、作業員の
警報操作での手順
が手順書化されて
いない

リスクが抽出され
ていない

●放射線部門が「確認すべき視点」を作成
主管部門で活用することで、主管部門のリスク検討の力量を
底上げする

●放射線部門はMOを活用し主管部門の活動状況を確認する



【参考２－２】対策（案）＜MMI(操作系)に配慮できていない設計・設備＞

共②【当社】
ＭＭＩや誤操作防止
(設置エリアの適切性含
む)が十分に配慮できて
いない設計および設備

●既存設備に対するMMI適切性調査と設備対策
・設備部門および運用分門等と協同し既存設備のMMI
(操作系)の適切性を評価する。

・評価結果を元に必要な設備対策を講じる。

運用は設備の設置
時に調整(運用体制
・ルール)

●新規設計においてMMI等を検討する体制を整え
設備構築を行う
・運用部門を含めた確認体制
・消火設備に関しては防火・防災管理会議でも議論
・火災防護の専門家をDR委員に

【取り組み中】

共通要因 抽出された
背後要因

対策(案)

８

現在のプロセス等とのギャップ
に鑑みた対策(案)の考え方

1Fにしか設置され
ていない設備

【既設設備】
MMI(操作系)について既存設備
の適切性を確認することが必要
エラーを起こさない設備形成と
することを目指す

【新規設備】
設計段階にて運用部門等も検討
体制に入り、MMI等を考慮した
設計、設備構築を行うことが
必要

震災後に急造した設
備(設置優先の工事)

廃炉機能に優先し
た設計(急造)

１F特有の現場



【参考２－３】対策（案）＜企業放射線管理員の弱さ＞

共③【企業】
１Ｆの放射線環境・工事
環境に追従しきれていな
い企業放射線管理員の弱
さ

実務に即した教育内容と
なっていない ●実務に即した企業放射線管理員教育となるよう

当社から企業に対して教育すべき内容を明確にし
関与する
【取り組み中】

共通要因
抽出された
背後要因

対策(案)

９

現在のプロセス等とのギャップ
に鑑みた対策(案)の考え方

運用変更が頻繁
(1F単独のルール)

企業放射線管理員には力量を維持するため
定期的な教育及び理解度確認(テスト)が
行われている。
実際の確認内容は、RI１種のような問題や
平易な問題、数値に関する問題等、必ずし
も実務に即した内容となっていない
上記を踏まえ、実務(１F単独のルール等）
に即した教育・理解度確認とすることが
必要

企業放管員が1Fの放管
ルールを理解していない

企業放管員が現場作業
の詳細を把握できず
リスクを潰せていない



【参考２－４】個別要因の水平展開として実施する対策

個A)【当社】
変更管理の弱さの顕在化
（分掌化した業務に対す
る継続的な周知・教育の
弱さ）

●現場管理に関する実務的な内容を反復して教育する
保全CRC（保全カリキュラムレビュー会議）
対象：建設・運用・保守センター機械部、電気・計装部、

プール燃料取り出しプログラム部、燃料デブリ取り出し
プログラム部等の工事監理員

10

●防護指示書等を活用したコーチングによる当社社員の力量向上
防護指示書等を活用し管理者(GM、TL）が担当者に対して問いかける
（現場のリスク、放射線防護など）をMOとして実施
【取り組み中】

個別要因

実務的な運用変更について変更時の
みの周知が多く、反復教育やコーチ
ングによる力量向上が必要

個C)【当社】
専門家が業務に対して十
分な関与ができていない

個B)【当社】
体制が確立されていない
状態での操作、要領書の
不使用

現在のプロセス等とのギャップ
に鑑みた対策(案)の考え方

対策(案)

個C)【当社】
専門家が業務に対して十
分な関与ができていない

個B)【当社】
体制が確立されていない
状態での操作、要領書の
不使用

●放射線部門が「確認すべき視点」を作成
主管部門で活用することで、主管部門のリスク検討の力量を
底上げする

●放射線部門はMOを活用し主管部門の活動状況を確認する

主管部門の汚染・被ばくに関する
リスク検討を十分に行うために
放射線部門の支援が必要

共１の対策に展開

●新規設計においてMMI等を検討する体制を整え
設備構築を行う
・運用部門を含めた確認体制
・消火設備に関しては防火・防災管理会議でも議論
・火災防護の専門家をDR委員に

主管部門の設計検討において
運用部門等も検討体制に入り、
設計、設備構築を行うことが
必要

共２の対策に展開



３号機燃料取り出しの状況（案）

東京電力ホールディングス株式会社

2021年2月10日
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■：ハンドル変形燃料
■：ガレキ撤去完了
■：燃料取り出し済
□：燃料が入っていないラック

：燃料交換機，コンクリートハッチが落下したエリア
①～⑯,⑱, ㉖：ハンドル変形燃料
⑰,⑲～㉕：タガネ治具適用の変形無し燃料

１．燃料取り出し・ガレキ撤去の状況

2021年2月9日朝時点,計533体※1 /全566体の取り出しを完了している。

残り33体の燃料は吊り上げ可能であることを確認済。

燃料ラック吊りピースの変形の曲げ戻しを行い，燃料との干渉を解除（㉖）

タガネ治具により燃料上部のガレキ除去後，吊り上げ可を確認（⑩，⑰，⑲～㉕）

2021年2月3日よりハンドル変形燃料の取り出しを開始した。

1
3号機使用済燃料プール（78回目までの取り出し状況を反映）

3号機使用済燃料プール内燃料内訳

※1 共用プールに取り出し完了した燃料体数

※2
3号機燃料ラックから
取り出した燃料体数

※2

2021年2月9日朝
（78回目まで）

N

輸送
容器

①

⑦

⑧

⑤ ⑥

⑨ ⑩ ⑪⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

④③②

⑱

⑰

⑲
⑳

㉑ ㉒ ㉓
㉔

㉕

㉖



２．燃料ラック吊りピースとの干渉解除

2

2021年1月30日，変形した吊りピースをシリンダにより曲げ戻し,燃料との干渉を解除す
る措置を実施。当該燃料は吊りピースとの干渉なく吊り上げ可能であることを確認した。

曲げ戻し後曲げ戻し前

曲げ戻し装置 装置設置状況

吊り上げ状況

吊りピース 吊りピース

曲げ戻し装置

クレーン補巻き



３．燃料の吊り上げ確認

3

1tで吊り上がらない状況を確認した燃料について，タガネ治具による燃料上部のガレキ除
去後，吊り上げ可能であることを確認した（⑩,⑰,⑲～㉕）

吊り上げ状況例（⑩）タガネ治具適用状況例（⑲）

タガネ治具



４．ハンドル変形燃料

4

■：ガレキ撤去完了
■：ハンドル変形燃料【18体】
■：燃料取出済
□：燃料が入っていないラック

：燃料交換機，コンクリートハ
ッチが落下したエリア

ハンドル変形燃料は計18体
（右表 灰色：取出済 黄色：残りの2体収納容器対象）
2021年2月9日朝時点，2体取り出し完了（⑨⑫）

3号機使用済燃料プール内西側拡大図

※取扱い区分 A B C

収納缶 小 大

掴み具 既存 大変形用

ハンドル変形燃料取扱い区分

No. 型式
ITVによる推
定曲がり角度

変形方向
取扱い
区分※1

① STEP2 約10° 反CF側 A

② 9×9A 約10° 反CF側 A

③ 9×9A 約40° CF側 C

④ 9×9A 約40° 反CF側 B

⑤ 9×9A <10° CF側 A

⑥ 9×9A 約10° CF側 A

⑦ 9×9A 約10° 反CF側 A

⑧ 9×9A 約20° 反CF側 A

⑨ 9×9A 約40° CF側 C

⑩ 9×9A 約10° 反CF側 B

⑪ 9×9A 約60° 反CF側 B

⑫ 9×9A 約60° CF側 C

⑬ 9×9A 約40° CF側 C

⑭ 9×9A 約20° CF側 B

⑮ STEP2 <10° 反CF側 A

⑯ 9×9A ＜10° - A

⑱ 9×9A ＜10° 反CF側 A

㉖ 9×9A ＜10° 反CF側 A

① ②

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

⑪（キャスク装填済）

⑭ ⑮ ⑯

④（キャスク装填済）③

⑨済 ⑫済

⑬

⑩

⑱
（位置はP1参照）

㉖

N

輸送
容器

①

⑦

⑧

⑤
⑥

⑨ ⑩ ⑪⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

④③②

㉖



５．ハンドル変形燃料取り出し作業状況

5

2月3日よりハンドル変形燃料の取り出しを開始

3号機でのハンドル変形燃料の吊り上げ 3号機での輸送容器への装填

共用プールでの燃料ラックへの収納

収納缶（大）

吊り具（取り外し済）

共用プールでの収納缶（大）の吊り上げ

収納缶（大）

燃料

燃料
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６．燃料取り出しのスケジュール

燃料取り出し作業を確実に進め,2020年度内の取り出し完了を目指す。

2019年度 2020年度

１Q ２Q ３Q 4Q １Q ２Ｑ 3Q 1 2 3

燃料取り出し

関
連
作
業
他

ガレキ撤去

関連工程

損傷・変形等燃
料取り出しに向
けた準備

不具合対策
燃料取り出し燃料取り出し

燃料取り出し訓練

ガレキ撤去 ガレキ撤去

共用プール
燃料取扱設備点検

3号機
燃料取扱設備点検

新燃料

実施計画申請
(共用プールラック)

▼ ラック材料手配・製造

実施計画申請
（輸送容器バスケット)

▼

取扱い方法の検討

燃料取り出し

共用プール・３号機
燃料取扱設備点検等

使用済燃料（変形なし）

健全燃料および損傷・変形等燃料

燃料取り出し(体制強化)

ガレキ撤去（間欠的に実施）

設置工事

実施計画申請
(３号機使用済燃料プール取扱い方法,共用プール大変形用収納缶取扱い，大変形用FHM掴み具)

▼

バスケット等材料手配・製造

変形燃料取扱訓練

旋回不良・ワイヤロープ対策等
訓練

吊り上げ試験

大変形燃料
吊り上げ試験

大変形用FHM掴み具の設計・製造

マストケーブル他復旧 クレーン主巻復旧

燃料取り出し

吊りピース変形対応



２０２１年２月１０日

東京電力ホールディングス株式会社

スラリー安定化処理に向けた設計について（案）



1

はじめに

前回の特定原子力施設監視・評価検討会での以下のコメントに関す
る報告を実施

HICの健全性確認
スラリー安定化設備の設備設計
脱水物の線量管理及びサンプリング
脱水物の長期的な管理



2

多核種除去設備（ALPS）の前処理工程で発生するスラリーは，高性能
容器(HIC)に収納し使用済みセシウム吸着塔一時保管施設に保管。
保管中に上澄み水の溢水を経験し，またスラリー内での水素蓄積も推定
され，リスク低減のため，安定化(脱水)処理を行い固形化する方針。
実規模試験により脱水処理の成立性を確認した「加圧圧搾ろ過処理」
(フィルタープレス)にて，スラリーを安定化(脱水)処理する設備に関す
る基本設計及び配置設計等を実施。

2021年1月7日，実施計画変更認可申請

炭
酸
塩
ス
ラ
リ
ー

脱
水

鉄
共
沈
ス
ラ
リ
ー

脱
水

『液体状』を『固体』に安定化

スラリー

サリー・
キュリオン

淡水化
装置

ストロンチウム処理水
保管タンク

前処理
設備

多核種
除去装置

HIC HIC

ALPS
処理水
保管タンク

使用済吸着材

スラリーの発生過程

多核種除去設備（ALPS）
/増設多核種除去設備（増設ALPS）

建屋内
滞留水

セシウム，ストロン
チウムを除去

１．背景
第87回特定原子力施設監視・評価検討会

引用



２.設備構成

3スラリー安定化処理設備全体概要図

HICに収納されているスラリーは，ポンプ等にて抜き出し，フィルター
プレス機で脱水され，脱水物を保管容器に充填し，別建屋に搬出。
脱水等により発生した廃液・洗浄水等は，フィルタ等を介して洗浄等に
再利用し，余剰水はALPSに返送。
その他に，換気系，制御装置等の付帯機器を配備。

洗浄水として
供給

保管
容器

スラリー入
HIC搬入

フィルタープレス機

分
離
水

ろ
布
等
の
洗
浄
廃
液

系
統
か
ら
の

洗
浄
廃
液

沈降物

フィルタ

ろ液→設備内洗浄に
リサイクル

ALPS処理

濃縮
スラリー

上 澄

脱水物

解
砕

蓋締
装置

搬送装置

保管容器
搬出

設備建屋

ALPS
処理済水
/ろ過水

HIC HIC

供給
タンク

圧入
ポンプ

抜出ポンプ

廃液
タンク

廃液
タンク

第87回特定原子力施設監視・評価検討会
引用



供
給
タ
ン
ク

スラリー入りHIC

粗
洗
浄(

残
ス
ラ
リ
ー

回
収

空HIC

本洗浄

脱
水
処
理

解
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・
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填
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容
器

建
屋
か
ら
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出

汚
染
検
査

貯
蔵
庫
へ
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納

解体・焼却

保
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施
設
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ら
の

取
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し･

搬
入･

据
付

転活用

内部構造物解体

洗浄 廃棄

Ｈ
Ｉ
Ｃ
内
ス
ラ
リ
ー

の
撹
拌
・
抜
出
し

Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ
か
ら
の

追
加
発
生

フィルター
プレス機

３.処理プロセス

4

廃
液
他
回
収

洗
浄
水
再
利
用

余
剰
水
は

Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ
へ
移
送

スラリー
均質化

HIC６基分
収納

HIC本体

内部
構造物

約600基/年(約２基/日)
のHICを処理予定

スラリー

廃液他

空HIC

第87回特定原子力施設監視・評価検討会
引用・更新

屋内保管

廃棄体化処理

主な処理プロセスは以下の通り。

コメント①
コメント②

コメント④

コメント③
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４.ＨＩＣの健全性確認
HICは多核種除去設備（既設ALPS）の運用開始(2013年3月）から使用を開始

HICの放射線劣化に係る健全性の確認状況については以下の通り。
HIC材料（ポリエチレン）への影響が大きいβ線に対する影響評価として，照射影響を受け
たHICの落下に対する健全性評価を実施

2015年7月の特定原子力施設監視・評価検討会にて積算吸収線量2,000kGyまでの照射影
響を受けたHICについて落下に対する健全性を有することを報告

その後，原子力規制庁との面談のなかで積算吸収線量5,000kGyまでの照射影響を受けた
HICについて落下に対する健全性を有することを報告

HIC内部の放射性物質の濃度から積算吸収線量5,000kGyに到達する期間を評価し
た結果，到達期間は短いもので10年9ヶ月（17基存在）。当該HICは2014年10月
以降に保管開始し，積算吸収線量5,000kGyの到達時期は早いもので2025年以降。

これより，スラリー安定化処理は，2023年から開始予定であり，積算吸収線量
5,000kGyの到達時期が早いHICから優先的に処理予定。また，スラリーを抜き出
した後のHICは，健全性確認を行い，確認結果をHICの管理方法に反映予定。

コメント①
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５.１．スラリー安定化処理設備の設備設計
機器選定

処理能力（HIC２基/日処理）に応じた機器数を選定し配置。連続運転ではな
く，約300日程度の稼働（脱水作業は日中期間）と定期的な保守を実施予定。
フィルタープレス機は，一般産業界で実績ある技術を採用し，実規模装置で
の成立性を確認。
廃液等の再処理システムは，多核種除去設備で実績のある機器を導入。

運転管理
遠隔にて操作し，運転状況を監視できるシステムを構築。
機器の漏えい等の異常時には自動的に設備を停止。
運転時には，高線量エリアへの入域を制限したり，標識等にて注意喚起を図
る。

保守管理
ろ布等の消耗品は定期的な交換を実施。消耗品以外の機器は保守計画を定め
て点検を実施。
設備保守時には，系統内の洗浄等を実施するなど，作業員の被ばく低減に努
める。

コメント②
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ダスト管理
脱水物を乾燥粉体としないフィルタープレスを採用し，ダスト発生を軽減。ス
ラリーが付着しやすいろ布は，運転時の洗浄や定期的な交換を実施。
ろ布等が開放しているフィルタープレス機やスラリーを格納する容器周辺で，
ダスト発生が想定されるダスト管理エリアは，部屋で区画し，HEPAフィルタ
で浄化し，換気設備の排気ラインへ排出。
外気を建屋内に取り込み，建屋の換気設備の排気口にてダスト濃度管理を実施。

５.２．ダスト管理

：ダスト管理エリア

地上

地下

廃液
タンク
1・2

HIC HIC

フィルタープレス機

飛散防止カバー

フィルタ

送風機

排風機

供給
タンク

第87回特定原子力施設監視・評価検討会
引用・更新コメント②

ﾀﾞｽﾄｻﾝﾌﾟﾗ

：HEPAフィルタ

：プレフィルタ

：中性能フィルタ

フィルタ

フィルタフィルタ

フィルタ
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遮へい管理
高線量機器を建屋地下階に格納し，床及び壁等にて遮へいすることで，敷地境
界線量への寄与を低減。最寄評価地点における線量寄与は，0.0006ｍSv/年。
主要機器： HIC，フィルタープレス機，保管容器，タンク類(含水処理設備)
主要核種：90Sr/90Y（他の核種の存在比は多核種除去設備に準じる）
主たる遮へい：鉄筋コンクリート造の建屋

• フィルタープレス機以外は地下配置とし，地上階床スラブで遮へい
• フィルタープレス機は地上設置のため，鉄筋コンクリート造の遮へいを追設

５.３．遮へい管理

：主たる遮へい

地上

地下
HIC HIC

フィルタープレス機

保管容器

廃液
タンク
1・2

供給
タンク

第87回特定原子力施設監視・評価検討会
引用・更新

コメント②
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スラリーは，供給タンクにて集約・均質化後，フィルタープレス機にて脱水し，
保管容器に収納して，安定化させた状態で保管。
脱水物の線量管理として，保管容器の表面線量が保管管理エリアの管理値以下と
なることを遵守。

事前に一時保管施設内のHICの表面線量を踏まえて処理対象HICを選定。処理
運転時に均質化後のタンク表面線量や移送量等を記録し，脱水物の保有線量を
評価。保管容器搬出時に管理値以下であることを最終確認。
なお，保管容器を保管管理エリアまで構内輸送する際には，遮へい容器に収め
て運搬を実施。

６.１．脱水物の線量管理

供給
タンク

・均質化後の表面線量及び
移送量を記録

スラリー抜出
安定化(脱水)
保管容器に充填

・処理対象HICの
表面線量を確認

・脱水物の容器表面線量を管理
（30mSv/h以下）

HIC 保管容器

第87回特定原子力施設監視・評価検討会
引用・更新

コメント③



1基の保管容器の充填中に1回，サンプルを採取する。その際，採取タイ
ミングとタンク表面線量を紐づけて記録する。
日常のサンプル分析としては，支配的核種である90Sr，全βについて定
量する。

脱水物容器ごとの放射能量は分析値に基づいて補正する。
サンプル所要量は少ないので，サンプルの残量は保管する。

脱水物の将来の処理を計画するにあたり，定量分析値が必要となる放射
性核種は，α核種や長半減期核種となる見込み。
保管したサンプルはそれらの分析ニーズに応えられるよう保管する計画。

サンプルはスラリー状で100mL程度採取する計画。脱水物容器発生数に応じ
て数100サンプルとなる見込み。

６.２．サンプル分析の考え方

10

コメント③
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脱水物には水分が残っており水素の発生は継続するため，保管容器には
フィルター付きの排気口を設けて，水素が保管容器内に滞留しない構造
とする。保管容器は固体廃棄物貯蔵庫に収納し，建屋は換気し，水素が
滞留しないようにする。

炭酸塩スラリーや鉄共沈スラリーの脱水物については国内での長期保管
経験がないことから，保管中に想定外の形態・性状変化を生じていない
かを観察する計画を立てて管理してゆく。
内容物が充填された脱水物容器のうち，容器表面線量の高いもの若干数
を選定し，保管開始後の経過年数について時期を定めて内部の観察を行
う。
変化の有無を含め，観察結果を将来の廃棄体化の検討に活用する。

７.１．脱水物の長期的な管理
コメント④
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スラリー安定化処理設備は，HICが保管されているセシウム吸着塔一時
保管施設(第三施設)の傍に建設予定。
脱水物は別の保管容器に入れ，固体廃棄物貯蔵庫第９棟に保管予定。

７.２．設置場所

固体廃棄物貯蔵庫第９棟

設置計画エリア

セシウム吸着塔一時保管施設
（第三施設）北側

Ｎ

提供：日本スペースイメージング（株）
2020.5.24撮影
Product(C)[2020] DigitalGlobe, Inc., a 
Maxar company.

第一施設

第二施設

第三施設

G6

屋予定地

安定化処
スラリー

理設備建

第87回特定原子力施設監視・評価検討会
引用



８.今後のスケジュール
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基本設計について纏まったことから，今後，設備の製作・設置を実施
し，2022年度の運用開始に向けて対応していく。

年月
2020年度 2021年度 2022年度

実施計画変更認可申請

スラリー安定化処理設
備(フィルタープレス
機他)の製作・設置

建屋設置

運用開始

1月 2月 3月 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q
1/7_申請

第87回特定原子力施設監視・評価検討会
引用



以下，参考

14
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【参考】フィルタープレス概要

概要
フィルタープレスは，汚泥処理等で広く使用されている技術
ろ布をろ板で挟んだ閉鎖空間(ろ室)に処理対象の液体を圧入して水分をろ過，
残ったケーキ分をダイヤフラムで圧搾し，ケーキの水分を更に搾った後，脱水
ケーキを下部から排出
スラリーが付着するろ布の経路に洗浄槽が組み込まれており，ろ布交換のため
の巻取り前に洗浄されるため，作業時の被ばく抑制が可能

ろ布

ろ布洗浄槽

脱水
ケーキ

油圧シリンダ

旧ろ布巻取り装置

新ろ布
設置台

ダイヤフラム

ろ板

ろ布

スラリー
連通管

フィード
ピース

第87回特定原子力施設監視・評価検討会
引用
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【参考】HIC発生量予測

現在のHIC発生量は約23基/月※。
今後，HIC発生量は約10基/月程度に低減する想定。左記の発生量を基に算出し
た場合，保管施設の保管容量は約6年程度もつと想定。
ALPS処理水の二次処理を実施する際は，処理量を基に改めて予測。
別途，第三施設の保管容量(192基分)を増やすための実施計画変更認可申請中。

※：2020.9～2021.1の毎月の発生量を基に算出
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既発生分の処理
約3600基

保管容量-運用余裕(100基)

炭酸塩スラリー（優先度高）

鉄共沈スラリー（優先度中）

吸着材（処理対象外）

実績
処理開始

保管容量(4192基) 予測

2
0
2
9
/4

追加発生分
(都度処理)

600基/年×6年

第87回特定原子力施設監視・評価検討会
引用・データ更新
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【参考】スラリーの性状

多核種除去設備にて発生するスラリーの主要成分他は以下の通り。

発生元 内容物，主要成分 代表的な核種濃度 貯蔵形態・保管場所

多核種除去設備
(既設ALPS)

鉄共沈スラリー：
FeO(OH)・H2O

90Sr:
約1✕106Bq/cm3 高性能容器(HIC)・

セシウム吸着塔一時
保管施設(第二施設
・第三施設)

炭酸塩スラリー：
CaCO3，Mg(OH)2

90Sr:
約4✕107Bq/cm3

増設多核種
除去設備
(増設ALPS)

鉄共沈スラリー 炭酸塩沈殿スラリー

元素分析結果より推定した物質の重量比の例

SrCO3SiO2
Na2CO3

Mg(OH)2

CaCO3

FeO(OH)・H2O

SiO2

Al2O3

Co(OH)2

Ti(OH)2
Zn(OH)2

Ca(OH)2

本資料の内容においては，廃炉汚染水対策補助事業，技術研究組合国際廃炉研究開発機構（IRID）の成果の一部を活用しております。

第7回特定原子力施設廃棄物規制検討会
引用・更新
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【参考】HICの健全性評価方法

HICのβ線放射線劣化に係る健全性の確認

HIC材料（ポリエチレン）への影響が大きいβ線に対する影響評価とし
て，照射影響を受けたHICの落下に対する健全性評価を以下のフローに
て実施

照射試験では，電子線によりβ線の照射条件を模擬

第36回特定原子力施設監視・評価検討会
引用・データ更新
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【参考】電子線照射条件

電子線照射試験条件の設定

HIC収容物の主要なβ核種は、Sr90及びSr90の娘核種であるY90である

β線（電子線）は、透過性が低くHIC内のSr90、Y90から発生するβ線のHIC内で
の吸収線量はHIC内表面近傍で高く、HIC内表面からの距離に応じて低くなる

よって、電子線の照射試験条件を設定するにあたっては、解析によりHICの内容
物からβ線と制動X線によるHIC内部の吸収線量分布を評価し、吸収線量分布の解
析結果をフィットするように300keVと1MeVのエネルギーの電子線の重ね合わせ
による照射条件を設定

Sr90,Y90 HIC

11.4mm

Sr90,

Y90

HIC

考慮する核種 Sr90、Y90

評価線種 β線（電子線）及び制動X線
解析コード ＭＣＮＰ５

評価モデル

＜HIC内部の吸収線量分布の評価条件＞

厚さ0mmの吸収線量を100kGyとした際の解析
結果と実測値の比較

HIC内表面からの距離(mm)

×
×

×

HIC内表面とHIC内部の吸収線量
を解析により評価

×

電子線（300keV,1MeV）の重
ね合わせによる吸収線量分布
実測値

解析による吸収線量分布評価値

第36回特定原子力施設監視・評価検討会
引用・データ更新
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【参考】電子線照射試験の実施
前頁の照射条件にてHICポリエチレンから切出した試験片に電子線を照射し、照射後の試験片
に対し材料試験を実施

照射後の材料試験

材料試験を行い，引張り・曲げに対してHIC材料（ポリエチレン）に破断が生じないと判断し
得る塑性ひずみを求める。

上記より求めた塑性ひずみを落下解析において算出されるHIC材料の引張り，曲げの塑性ひず
みに対して，HIC材料が健全であるか評価するための判定値とする。

落下解析は，HIC材料（ポリエチレン）が収容する放射性物質によりHIC内表面において
5000kGyの照射影響を受けた場合の材料特性の変化を解析上考慮して実施するため，材料試
験においても5000kGyの照射を行った試験片を用いて試験を実施。

高速引張り試験

＜試験の目的＞

落下を想定したひずみ速度で試験片に引張りの力を加え，破断時の塑性ひずみから判定値を設定する

＜試験条件＞

• 試験装置 ：オリエンテック社製 テンシロン計装化衝撃試験機 （MODEL UTM-5）

• 試験片形状 ：ダンベルJIS K 7162 1BA形

• 試験速度 ：1.0m/sec（ひずみ速度20/sec）

＜引張り試験結果＞
試験の結果，各積算吸収線量における破断時の許容値は以下の通り。

照射面における積算吸
収線量

未照射（参考） 3,000kGy 4,000kGy 5,000kGy

許容値(一様ひずみ) 9.2% 8.2% 9.6% 8.2%

第36回特定原子力施設監視・評価検討会
引用・データ更新
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【参考】電子線照射試験の実施

21

照射後の材料試験
高速曲げ試験

＜試験の目的＞

落下を想定したひずみ速度で試験片に曲げの力を加え，破断時の塑性ひずみから判定値を設定する

＜試験条件＞

試験装置 ：東京衡機製 シャルピー衝撃試験機

試験片形状 ：L100×W12×t10mm

持ち上げ角度：30°

荷重負荷方向：下記の２ケースで試験を実施

※高速曲げ試験の結果が、落下解析より厳しい評価となるように高速曲げ試験後
のひずみが、落下解析におけるひずみ量を上回るように持ち上げ角度を設定。

＜試験結果＞
〇負荷方向Aの試験結果：いずれの条件において，照射面に割れが発生した。
〇負荷方向Bの試験結果：いずれの条件において，非照射面に割れは発生しなかった。

未照射(参考) 3,000kGy 4,000kGy 5,000kGy

照射面のひずみ（負荷方向A） 41.6% 19.2% 12.2% 11.0%

非照射面のひずみ（負荷方向B） 41.6% 54.0% 40.3% 42.2%

HIC外面（非照射面）から力が加わり照射面が曲げにより
周方向に引っ張られる。試験後の照射面のひずみ量を測定

HIC内面（照射面）から力が加わり非照射面が曲げにより周
方向に引っ張られる。試験後の非照射面のひずみ量を測定

『負荷方向A』 『負荷方向B』

安全側に負荷方向Aのひずみを許容値

第36回特定原子力施設監視・評価検討会
引用・データ更新



22

【参考】HICの健全性評価
第36回特定原子力施設監視・評価検討会

引用・データ更新

落下解析の実施

ＨＩＣに関し，長期保管後（照射劣化後）の輸送・取り出しの際に万一落下することを想
定した落下解析を実施。

HIC（照射層）
照射後のHIC材料物性値を
入力

HIC（非照射層）
非照射のHIC材料物性値を入力

拡大

解析条件
解析コード：汎用有限要素法解析コード（LS-DYNA）
解析モデル：

• 右図に示すようにHIC容器・補強体等をモデル化。
• HIC容器の材料物性値は照射後の状況を反映するため

照射層・非照射層に分け、それぞれ材料物性を設定

評価ケース

HICの想定されうる落下ケースとしては，垂直落下，角部落下，傾斜落下が挙げられる。傾斜落下について
は，傾斜落下防止対策を実施済みであり、垂直落下，角部落下のうち最も厳しい条件を設定

評価条件
落下高さ

[m]
落下対象 備考

垂直落下 9.5
緩衝体

（ゴム80mm）
• 垂直落下における最も厳しい条件
• セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）

角部落下 3.1 コンクリート
• 角部落下における最も厳しい条件
• セシウム吸着塔一時保管施設（第二施設）
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【参考】HICの健全性評価

落下解析結果
落下解析により得られた最大ひずみがβ線を5000KGy照射した材料の許容ひずみ

未満であるため，落下によりHICが破損しないと評価

*1:圧縮方向のひずみのため評価対象外
垂直落下

落下高さ:9.5m

初速：13.7m/s

落下対象:緩衝体

角部落下

落下高さ:3.1m

初速:7.8m/s

落下対象:カルバート

ケース 部位

ひずみ %

応力種未照射 5,000 kGy

解析値 許容値 解析値 許容値

垂直
落下

一般胴部
内表面 2.0 

9.2
2.2 

8.2 膜
外表面 1.9 1.9 

底面コーナー部
内表面 5.1 

41.6
4.3 

11.0 曲げ
外表面 4.1 3.2 

底面中央部
内表面 2.7 

41.6
2.1 

11.0 曲げ
外表面 8.7 *1 7.3*1

角部
落下

一般胴部
内表面 0.1 

9.2
0.2 

8.2 膜
外表面 0.1 0.1 

胴下部
内表面 4.6 

41.6
4.4 

11.0 曲げ
外表面 4.5 4.5 

底面コーナー部
内表面 8.4 

41.6
7.8 

11.0 曲げ
外表面 7.0 7.3 

膜ひずみの最大値
曲げひずみの最大値
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【参考】保管施設でのＨＩＣ健全性確認

HIC入りボックスカルバート概要図(第二施設)

スラリー他を格納したHICは，使用済セシウム吸着塔一時保管施設(第二施
設，第三施設)にて，遮へい機能を有する蓋付コンクリート製ボックスカ
ルバート(BC)に格納・保管され，定期的に代表HICの漏えい確認を実施。
なお，代表HICは表面線量の高いものを選定。

HICは，内包する放射性物質の影響により，劣化する可能性があるが，
現在，運転当初と比較してHICの表面線量は小さくなって(大部分が
１mSv/h以下)おり，放射能劣化の影響は小さい。

第87回特定原子力施設監視・評価検討会
引用



　 福島第一原子力発電所　中期的リスクの低減目標マップ（2020年3月版）を踏まえた

　 検討指示事項に対する工程表

参考１

2021年2月10日

東京電力ホールディングス株式会社

①：液状の放射性物質
No.①–1：タービン建屋ドライアップ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

：建屋内滞留水のα核種除去方法の確立
：原子炉建屋内滞留水の可能な限りの移送・処理
：原子炉建屋内滞留水の全量処理

No.①–2：原子炉注水停止に向けた取り組み・・・・・・・・・・・・・・
No.①–3：1・3号機S／C水位低下の先行的な取り組み ・・・・

：原子炉建屋内等での汚染水の流れ等の状況把握
（その他のもの）

No.①–4：プロセス主建屋等ドライアップ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
：プロセス主建屋等ゼオライト等安定化策検討
：プロセス主建屋等ゼオライト等の安全な状態での管理

No.①–5：タンク内未処理水の処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
：Sr未処理水の処理（その他のもの）

No.①–6：構内溜まり水等の除去（その他のもの） ・・・・・・・・
No.①–7：地下貯水槽の撤去（その他のもの） ・・・・・・・・・・・

②：使用済燃料
No.②–1：1号機原子炉建屋カバー設置・・・・・・・・・・・・・・・・・

：1号機原子炉建屋オペフロウェルプラグ処置，瓦礫撤去
（その他のもの）
：1・2号機燃料取り出し
：全号機使用済燃料プールからの燃料取り出し
：建物等からのダスト飛散対策

No.②–2：2号機燃料取り出し遮へい設計等・・・・・・・・・・・・・・
：2号機原子炉建屋オペフロ遮へい・ダスト抑制
：1・2号機燃料取り出し
：全号機使用済燃料プールからの燃料取り出し
：建物等からのダスト飛散対策

No.②–3：3号機燃料取り出し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
：全号機使用済燃料プールからの燃料取り出し

No.②–4：5又は6号機燃料取り出し開始・・・・・・・・・・・・・・・・
：全号機使用済燃料プールからの燃料取り出し

No.②–5：使用済制御棒の取り出し（その他のもの）・・・・・・・
No.②–6：乾式貯蔵キャスク増設開始 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

：乾式貯蔵キャスク増設エリア拡張

③：固形状の放射性物質
No.③–1：増設焼却設備設置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
No.③–2：大型廃棄物保管庫（Cs吸着材入り吸着塔）設置・・・・
No.③–3：ALPSスラリー（HIC）安定化処理設備設置・・・・・・・・・
No.③–4：減容処理設備・廃棄物保管庫（10棟）設置・・・・・・・・
No.③–5：廃棄物のより安全・安定な状態での管理・・・・・・・・・・・・・

：瓦礫等の屋外保管の解消
No.③–6：汚染土一時保管施設の設置（その他のもの）・・・・・・・・
No.③–7：1号機の格納容器内部調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

：2号機燃料デブリ試験的取り出し・格納容器内部調査
性状把握

：格納容器内及び圧力容器内の直接的な状況把握
（その他のもの）

No.③–8：分析施設本格稼働，分析体制確立・・・・・・・・・・・・・・・
：分析第2棟等の燃料デブリ分析施設の設置
：放射性物質分析・研究施設（第1棟）の設置
（その他のもの）

No.③–9：燃料デブリ取り出しの安全対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
No.③–10：取り出し燃料デブリの安定な状態での保管・・・・・・・・・・

④：外部事象等への対応
No.④–1：建屋屋根修繕【雨水】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

：建屋内雨水流入の抑制（3号機タービン建屋への流入抑制）
（その他のもの）
：建屋内雨水流入の抑制
（1，2号機廃棄物処理建屋への流入抑制）（その他のもの）

No.④–2：1，2号機排気筒の上部解体【耐震】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
No.④–3：建屋開口部閉塞等【津波】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
No.④–4：除染装置スラッジの移送【津波】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

：除染装置スラッジの安定化処理設備設置（その他のもの）
No.④–5：建屋周辺のフェーシング範囲の拡大【雨水】・・・・・・・・・・・・・・
No.④–6：建物構築物・劣化対策・健全性維持・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
No.④–7：建屋外壁の止水【地下水】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
No.④–8：メガフロートの対策（その他のもの）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
No.④–9：千島海溝津波防潮堤の設置（その他のもの）・・・・・・・・・・・・・

⑤：廃炉作業を進める上で重要なもの
No.⑤–1：1，2号機排気筒下部の高線量SGTS配管等の撤去・・・・・・・
No.⑤–2：多核種除去設備処理済水の海洋放出等・・・・・・・・・・・・・・・・
No.⑤–3：原子炉建屋内等の汚染状況把握（核種分析等）・・・・・・・・

（その他のもの）
No.⑤–4：原子炉冷却後の冷却水の性状把握（核種分析）・・・・・・・・・

（その他のもの）
No.⑤–5：排水路の水の放射性物質の濃度低下（その他のもの）・・・・・
No.⑤–6：建屋周辺瓦礫の撤去（その他のもの）・・・・・・・・・・・・・・・・・・
No.⑤–7：T.P.2.5m盤の環境改善（その他のもの） ・・・・・・・・・・・・・・
No.⑤–8：廃炉プロジェクト・品質管理体制の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

：事業者による施設検査開始（長期保守管理）
：労働安全衛生環境の継続的改善
：高線量下での被ばく低減
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P3
P4

P5

P6

P7
P8

P9

P10

P11

P12

P13
P14

P15
P16
P17
P18
P19

P20
P21

P22

P23
P24

P25

P26
P27
P28

P29
P30
P31
P32
P33

P34
P35
P36

P37

P38
P39
P40
P41



2022年度
2023年度

以降

１Q ２Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

現場作業

許認可

設計・検討

現場作業

許認可

原子炉建屋滞留水水位低下

（半減に向けた水位低下）

α核種除去設備設置

・原子炉建屋

滞留水の可能

な限りの移

送・処理

・原子炉建屋

滞留水全量処

理

実施計画
2020年8月27日 実施計画変更認可申請

2020年10月12日 実施計画変更認可

現場作業

性状確認

本設設備にて床面を露出

(2号機T/B,Rw/B，3号機T/B,Rw/B, 4号機

R/B,T/B,Rw/B)

以降，床面露出を維持するため，滞留水移送装置

の運転を継続

2020年12月24日より床面露出状態の維持運転開

始

滞留水中のα核

種除去方法の

確立

α核種簡易対策

吸着材について浸漬試験を実施しα核種の

低減を確認済み。今後。通水試験を実施

し、詳細な性能評価を行う。

実施計画

α核種除去設備設計

1～4号機

タービン建屋

水位低下

現場作業

干渉物撤去・床面露出用ポ

ンプ設置

（被ばく低減低減含む）

2020年12月完了

ダスト対策

（地下1階（最下階））

建屋滞留水水位低下

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

【滞留水処理】

・循環注水を行っている１～３号機原子炉建屋，プロセス主建屋，高温焼却炉建屋以外の建屋の

最下階の床面露出状態を維持

・2017年3月に１号機タービン建屋最下階の床面露出

・2017年12月に２～４号機タービン建屋最下階中間部を露出

・建屋の切り離し後の建屋または号機毎の地下水流入量評価を実施中

・2019年3月に1号機廃棄物処理建屋の床面を露出

・2020年8月に3号機タービン建屋、廃棄物処理建屋、4号機原子炉建屋、タービン建屋、廃棄物

処理建屋の床面を露出

・2020年10月に2号機タービン建屋、廃棄物処理建屋の床面を露出

・2020年11月に3号機タービン建屋、廃棄物処理建屋、4号機原子炉建屋、タービン建屋、廃棄

物処理建屋の滞留水移送装置設置（予備系設置）

・2020年12月に2号機タービン建屋、廃棄物処理建屋の滞留水移送装置設置（予備系設置）

【α核種除去方法の確立】【原子炉建屋滞留水の可能な限りの移送・処理】

・全α濃度の傾向監視とともに，α核種の性状分析等を進め，並行して，α核種の低減メカニズム

の解明を進めている。（比較的高濃度α核種を有す原子炉建屋に対してα核種除去が確立すること

により，汚染源を下流設備に拡大させることなく原子炉建屋滞留水の処理が可能となる。）

【滞留水処理】

・床面露出後の建屋滞留水処理の検討。

・汚染水発生量の低減（2020年内に150m3/日程度、2025年内に100m3/日以下とする）

【α核種除去方法の確立】【原子炉建屋滞留水の可能な限りの移送・処理】

・滞留水中のα核種については，現在までの知見で概ね固形物であることが確認されている（実液を

使用したラボの分析で0.1μmのフィルタで９割程度のα核種の除去ができている）ものの，滞留水中

のα核種の粒径分布及びイオン状の存在はまだ不明な部分も多く，現在分析を継続的に進めている状

況汚染源を広げない観点からその性状の把握とともに効率的な滞留水中のα核種の除去方法の検討が

必要

【建屋スラッジ処理方法検討】

・床面露出状態を維持させている建屋について，床上にスラッジ等が残存していることから，処理方

法について検討を進めていく。

【滞留水処理】

・プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の床面露出用ポンプ設置

【α核種除去方法の確立】【原子炉建屋滞留水の可能な限りの移送・処理】

・水処理装置の改良（α核種除去吸着材の導入等）

【原子炉建屋滞留水半減に向けた取り組み】

・上記α核種の濃度を低減するための除去対策を進めつつ，2022～2024年度に滞留水の量

を2020年末の半分程度に減少させる。

【建屋スラッジ処理方法検討】

・スラッジ状況調査，処理方針検討

No. 分類 項目

①－１ 液状の放射性物質

・タービン建屋ドライアップ

・建屋内滞留水のα核種除去方法の確立

・原子炉建屋内滞留水の可能な限りの移送・処理

・原子炉建屋内滞留水の全量処理

現時点

1



赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

建屋滞留水処理

工程

※　 PMBはT.P.-1200程度、HTIはT.P.-800程度（推進1.5m程度）で水位を管理。なお，大雨等による一時的な水位変動の可能性あり。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

建
屋
滞
留
水
水
位
と
地
下
水
水
位

T.P.-500 T.P.-500

T.P.-1,000 T.P.-1,000

T.P.-1,500 T.P.-1,500

T.P.-2,000 T.P.-2,000

T.P.-2,500 T.P.-2,500

T.P-.3,000 T.P-.3,000

T.P.-3,500 T.P.-3,500

サブドレン水位
現在

T.P.-2,200程度

T.P.-2,800程度

T/B・Rw/B床面

1号機R/B滞留水水位

2号機R/B滞留水水位

3号機R/B滞留水水位

2



2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

運用

原子炉注水の一時的な停止試験 3号機の試験時期は調整中。

原子炉建屋滞留水水位低下

（半減に向けた水位低下）

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・昨年度の注水停止試験も踏まえ，今年度の注水停止試験を以下のとおり実施することを計画。

　1号機：PCV水位が最下端の温度計(T1)を下回るかどうかを確認するために5日間の停止

              2020年11月26日～12月1日に注水停止を実施。

　2号機：温度評価モデルの妥当性を検証するために3日間の停止

　　　　 2020年8月17日～20日に注水停止を実施し、RPV底部温度は予測と同程度の上昇を確認。

　3号機：PCV水位がMSラインベローズ配管を下回らないことを確認するために7日間の停止

・注水停止に伴う安全機能（冷却，閉じ込め，臨界等）への影響を見極めながら試験する必要があ

る。
・3号機について試験実施時期と試験手順・体制を整え試験を実施する。

No. 分類 項目

①－２ 液状の放射性物質 ・原子炉注水停止に向けた取り組み

2号機（注水停止:8/17～8/20)

現時点

1号機（注水停止：11/26～12/1）

3号機
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

許認可

現場作業

設計・検討

PCV(S/C

を含む)内

の水位計

測・制御

を行うシ

ステム検

討

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

運用

原子炉注水の一時的な停止試験 3号機の試験時期は調整中。

原子炉建屋滞留水水位低下

（半減に向けた水位低下）

PCV取水設備

設置

実施計画
2021年2月1日 実施計画変更認可申請

認可希望時期の見直し

取水設備設置

現場適応性の課題抽出・

整理

現場適応の成立性確認

PCV水位低下時の安全性確

認

 

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

  検討課題 今後の予定

・サプレッションチェンバ（Ｓ/Ｃ）の水位計測・制御を行う設備の設置に資する技術（Ｓ/Ｃ内

へアクセスのためのガイドパイプ等）の開発を実施

・原子炉格納容器（PCV）下部から原子炉建屋への汚染水漏えい箇所の調査等を実施

【１号機】

 ・サンドクッションドレンラインからの流水を確認

 ・真空破壊ラインベローズからの漏えいを確認

【２号機】

 ・原子炉建屋地下階の気中部からの漏えいなし（サプレッションチェンバ水没部からの漏えい

の可能性）

【３号機】

 ・原子炉建屋１階主蒸気配管ベローズからの漏えいを確認

 ・Ｓ/Ｃ内包水のサンプリング実施(2020年７月～9月)

・ＰＣＶ（Ｓ/Ｃ含む）内から直接取水ためのガイドパイプ等の技術を用いたＳ/Ｃ水位低下設備の設

置については，干渉物撤去も含めた現地施工性，メンテナンス等の現場適応性の課題抽出・整理およ

び成立性確認が必要（Ｓ/Ｃ水位低下設備による水位低下範囲を踏まえ、Ｓ/Ｃのベント管等ＰＣＶ底

部の止水を検討）

・未確認のPCV下部からの漏えい箇所の調査方法の検討

 （２号機サプレッションチェンバ水没部の漏えい経路の特定等）

・調査方法の検討を行う。

No. 分類 項目

①－３
液状の放射性物質

廃炉作業を進める上で重要なもの

・１・３号機S/C水位低下の先行的な取り組み

・原子炉建屋内等での汚染水の流れ等の状況把握（その他のもの）

現時点

2号機（注水停止:8/17～8/20)

1号機（注水停止：11/26～12/1）

3号機
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

設計・計画

許認可

現場作業

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

ゼオライト土

嚢等の対策

ゼオライト土嚢等対策設

備設計

実施計画

ゼオライト土嚢等対策設

備制作・設置

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・プロセス主建屋（PMB），高温焼却炉建屋（HTI）については，地下階に確認された高線量の

ゼオライト土嚢の線量緩和対策及びα核種の拡大防止対策を優先的に進める。

・PMBのゼオライト土囊のサンプリングを実施し，分析を実施

・現場調査，線量評価実施

・対策の概念検討（水中回収を主方針として検討中）

・現場調査において，プロセス主建屋およびHTI建屋ともに水中のゼオライト土嚢近傍で数Sv/hの高

線量となっており，作業被ばく抑制や、ダスト飛散防止、類似例の多さを考慮し、実現性が高いと考

えられる水中回収を実施する方針で検討。

・技術の信頼性が高いと考えられる水中回収工法であるが，PMB・HTIに特有な状況に留意して工法

の検討を進める。

基本設計を開始し、より具体的な検討に入る。

No. 分類 項目

①－４
液状の放射性物質

固体状の放射性物質

・プロセス主建屋等ドライアップ

・プロセス主建屋等ゼオライト等安定化策検討

・プロセス主建屋等ゼオライト等の安全な状態での管理

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

No. 分類 項目

①－５ 液状の放射性物質
・タンク内未処理水の処理

・Sr未処理水の処理（その他のもの）

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

【Sr未処理水の処理】

・2020年8月8日をもって再利用分の溶接型タンク内のSr処理水の処理を完了（ポンプインター

ロック値以下の残水約6,500m3は除く）。

ー

【Sr未処理水の処理】

・今後は日々発生するSr処理水を多核種除去設備にて処理していく。

【濃縮廃液の処理】

・濃縮廃液貯槽(Dエリア)貯留分：海水成分濃度が高い放射性液体の最適な処理の方

法について，国外の知見を踏まえた整理を2020年度に実施し，処理方針を決定する

計画

・濃縮廃液貯槽(H2エリア)貯蔵分：炭酸塩主体のスラリー状であるため，スラリー

安定化処理設備による処理を検討（ALPSスラリーの処理完了後）

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

未処理水の処

理
現場作業

Sr未処理水の処理 再利用分の溶接型タンク内のSr処理水について処理を完了

濃縮廃液の処理 取り纏まり次第，提示
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

全般 現場作業

1号機海水

配管トレン

チ

現場作業

1号機逆洗

弁ピット
現場作業

2号機逆洗

弁ピット
現場作業

4号機逆洗

弁ピット
現場作業

No. 分類 項目

①－６ 液状の放射性物質 構内溜まり水等の除去（その他のもの）

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・トレンチは，年１回，溜まり水の点検を実施

・１号機海水配管トレンチは，水質の浄化について継続検討中

・集中環境施設廃棄物系共通配管ダクト（陸側遮水壁の外側）は，2018年12月

から溜まり水の除去及び内部の充填に着手し，2019年5月に完了

・放水路は，溜まり水の濃度を監視中

・１号機逆洗弁ピットは，屋根掛けを完了。2019年11月から溜まり水の除去に

着手，2020年6月内部充填完了

・２号機逆洗弁ピットは，2019年12月から溜まり水の除去に着手，2020年8月

内部充填完了

・３号機ピット内は，屋根を取り外し，2018年11月からヤード整備に着手し完

了

・４号機逆洗弁ピットは，2020年11月から内部充填工事に着手

・トレンチは，点検箇所の空間線量が高いなどの理由により，アクセスできない箇所がある。

・トレンチの未点検箇所は，アクセス方法を見直す等により，計画的に点検予定

・放水路は，排水ルートの変更と合わせて，対策を検討予定

・その他については，溜まり水の濃度などリスクの優先順等の検討結果を踏まえ，

順次対策を実施予定

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

トレンチ点検 年１回，溜まり水の点検を実施

溜まり水の除

去・内部充填

2017年12月より充填作業実施中

溜まり水の水質による水処理設備へ

の影響を踏まえ水移送・充填作業を

一時中断，移送計画を再変更

※水質の浄化について継続検討中

溜まり水の除

去・内部充填
2020年11月9日着手

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

溜まり水の除

去・内部充填

2019年11月22日　溜まり水の除去

開始

2020年6月　内部充填完了

溜まり水の除

去・内部充填

2019年12月5日　溜まり水の除去開

始

2020年8月27日　内部充填完了

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

解体・撤去 設計・検討

No. 分類 項目

①－７ 液状の放射性物質 地下貯水槽の撤去（その他のもの）

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・漏えい後に，地下貯水槽内部の貯水と周辺の汚染土壌を回収した。

・新たな汚染水の漏えいについては，地下貯水槽内部の水位を低く保っていること

及び継続中の地下水モニタリング結果から，可能性は低いと評価している。

・地下貯水槽内部の残水回収作業は，2018年9月26日に完了

・解体･撤去の方針について検討中

・解体・撤去の実施にあたっては，大量の廃棄物が発生することから，廃棄物の減容・保管設備の

整備計画と連携し，撤去時期を検討することが必要

・廃棄物設備の計画と連携しながら，撤去の方針およびスケジュール等を検討す

る。

撤去・解体工法

の概念検討

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

ガレキ撤去（カバー

設置前）
現場作業

SFP保護等 現場作業

許認可

設計・検討

現場作業

許認可

設計・検討

現場作業

設計・検討

現場作業

既設天井クレーン・

FHM撤去
現場作業

ウェルプラグ処置 現場作業

オペフロ除染・遮へ

い
現場作業

許認可

設計・検討

現場作業

設計・検討

現場作業

No. 分類 項目

②－１ 使用済燃料

・１号機原子炉建屋カバー設置

・１号機原子炉建屋オペフロウェルプラグ処置，瓦礫撤去（その他のもの）

・１・２号機燃料取り出し

・全号機使用済燃料プールからの燃料取り出し

・建物等からのダスト飛散対策

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・建屋カバー残置部解体を実施中

・ずれが確認されたウェルプラグの処置計画の検討

・ダスト対策の更なる信頼性向上や雨水の建屋流入抑制の観点等から，「原子炉建屋を覆う大型カバーを

設置し，カバー内でガレキ撤去を行う」工法を選択。大型カバーや燃料取扱設備等の設計検討

・大型カバー内でのガレキ（屋根鉄骨・既設機器含む）撤去計画の検討

・大型カバー付帯設備、燃料取扱設備の設計

・震災前から保管している破損燃料の取り扱い計画の検討

(1)大型カバー内でのガレキ（屋根鉄骨・既設機器含む）撤去計画の検討

(2)ずれが確認されたウェルプラグの処置計画の立案

(3)大型カバーや燃料取扱設備等の計画の立案

(4)震災前から保管している破損燃料の取り扱い計画の立案

・2023年度頃の大型カバー設置完了に向けて設計・検討を進めていく。併せて，燃料取扱

設備及び震災前から保管している破損燃料の取り扱い等についても検討を進めていく。

・ガレキ（屋根鉄骨・既存設備含む）を大型カバー内で撤去するにあたり、ガレキの詳細

な状況を確認するために調査を行い、ガレキ撤去計画の検討を進めていく。

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

ガレキ撤去 2020年11月24日完了

SFP保護等 2020年11月24日完了

大型カバー設置

実施計画 設計進捗に伴う申請時期の見直し

大型カバー設置の設計

既存建屋カバー解体

大型カバー設置

12月19日より既存建屋カバーの解体

を開始

大型カバー付帯設備

設置

実施計画

付帯設備の設計

付帯設備設置

ガレキ撤去（カバー

設置後）

ガレキ撤去工事の計画
適宜，現場調査を実施して設計へ反

映

ガレキ撤去
工法見直しに伴い，大型カバー設置

完了以降に実施する計画

既設天井クレーン・FHM撤

去

工法見直しに伴い，大型カバー設置

完了以降に実施する計画

ウェルプラグ処置・移動・

撤去

工法見直しに伴い，大型カバー設置

完了以降に実施する計画

オペフロ除染・遮へい
工法見直しに伴い，大型カバー設置

完了以降に実施する計画

燃料取扱設備設置

実施計画

燃料取扱設備の設計

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

燃料取扱設備設置

燃料取り出し

破損燃料取り扱いの計画

燃料取り出し

監

現時点

監視
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

許認可

設計・検討

許認可

設計・検討

現場作業

燃料取り出し 現場作業

No. 分類 項目

②－２ 使用済燃料

・2号機燃料取り出し遮へい設計等

・2号機原子炉建屋オペフロ遮へい・ダスト抑制

・1・２号機燃料取り出し

・全号機使用済燃料プールからの燃料取り出し

・建物等からのダスト飛散対策

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・構台設置ヤード整備のうち，ボイラ建屋解体を完了(2020年3月)

・使用済燃料プール内調査を完了（2020年6月）

・オペレーティングフロアの残置物片付け作業を完了(2020年12月)

・ダスト対策の更なる信頼性向上や雨水の建屋流入抑制の観点等から，「原子炉建屋の上部解体を

行わず，建屋南側から使用済み燃料プールにアクセスする」工法を選択

・オペレーティングフロアの除染・遮へい計画の検討

・燃料取り出し用構台や燃料取扱設備等の設計

・2020年12月25日 実施計画変更認可申請

・オペレーティングフロアの残置物片付け作業完了に伴い，オペフロ調査 に向けた準備作業を実施

中

(1)燃料取り出し用構台の計画立案

(2)オペレーティングフロアの除染・遮へいの計画立案

(3)燃料取扱設備等の計画立案

・中長期ロードマップの目標である2024年度～2026年度からの燃料取り出し開始に向けて設

計・検討を進めていく。

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

オペレーティ

ングフロア内

作業

現場作業

残置物片付け・調査

残置物片付け作業12月完了

 線量調査準備作業を12月7日着手

線量調査を2月5日着手

除染・遮へい

燃料取り出し

用構台設置

実施計画
2020年12月25日 実施計画変更認可

申請

燃料取り出し用構台の設計

現場作業

構台設置ヤード整備

地盤改良準備作業

地盤改良

燃料取り出し用構台設置

燃料取扱設備

等設置

実施計画
2020年12月25日 実施計画変更認可

申請

燃料取扱設備等の設計

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

燃料取扱設備等設置

燃料取り出し

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

設計・検討

現場作業

燃料取り出し

燃料取り出し作業の完了時期は，作業員の習熟度や変

形燃料の体数等により変動する。

9月2日にマストケーブル損傷により燃料取り出し中

断。マストケーブル交換等の復旧作業を終了し、10月

8日から燃料取り出し再開。

11月18日発生のクレーン主巻の停止に伴い燃料取り出

し中断。12月20日取り出し再開。

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

破損燃料用ラック設置 2020年5月26日　破損燃料用ラック設置完了

運用

プール内瓦礫撤去
燃料取り出し再開後は間欠的に実施

瓦礫撤去完了反映

燃料取り出し実機訓練

2020年5月23日　体制強化のための訓練完了

2021年2月2日使用済燃料収納缶（大）への装填訓練

完了

2019年7月11日　実施計画変更認可申請

2020年4月7日　実施計画変更認可

共用プール

使用済燃料収納缶（大）

の取扱い

2020年9月29日　実施計画変更認可申請

破損燃料取り出し 2020年9月29日　実施計画変更認可申請

損傷・変形燃料の取り出し及び輸

送・保管に係わる計画

許認可 実施計画

破損燃料用輸送容器
2019年8月20日　実施計画変更認可申請

2020年10月1日　実施計画変更認可

共用プール

破損燃料ラック

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・変形・破損した燃料取り出し及び輸送・保管に係わる検討

・プール内ガレキ撤去，３号機から共用プールへのプール燃料取り出し

・2019年4月15日～燃料取り出し開始。

・2020年3月30日より燃料取扱設備の点検を実施し、5月26日より燃料取り出し再開

・533体/566体の取り出し完了（2021年2月9日朝時点）

・遠隔操作の技術力向上

・変形・破損した燃料取り出し及び輸送・保管に係わる計画の立案

・プール内ガレキ撤去作業を進めていく。

・３号機から共用プールへのプール燃料取り出しを継続

・2020年度内の燃料取り出し完了を目指す。

No. 分類 項目

②－３ 使用済燃料
・３号機燃料取り出し

・全号機使用済燃料プールからの燃料取り出し

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

5号機燃料取り出し 現場作業

6号機燃料取り出し 現場作業

No. 分類 項目

②－４ 使用済燃料
・５又は６号機燃料取り出し開始

・全号機使用済燃料プールからの燃料取り出し

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・搬出先の共用プールの空き容量確保の為，乾式キャスクを調達中 ・乾式キャスク及び乾式キャスク貯蔵エリアの増設
・1,2号機の作業に影響を与えない範囲で，燃料を取り出す。

・2022年度に６号機の使用済燃料取り出しを開始する計画

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

燃料取り出し

燃料取り出し

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

No. 分類 項目

②－５ 使用済燃料 ・使用済制御棒の取り出し（その他のもの）

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・万一のSFP漏えい発生時に備えた注水手段は確立済

・ＳＦＰ廃止措置の全体方針，計画の策定

・対象物の取り出し方法，移送方法の検討

・搬出先の確保

・保管方法の検討

・ＳＦＰ内の使用済制御棒等は，高汚染・高線量物として保管することになると想定さ

れる。このため，安全対策や保管先の確保等の計画が必要になる。

・一方，取り出し時期は，１Ｆ廃炉全体の状況を踏まえた優先度に基づき，決定する必

要がある。

取り纏まり次第，提示

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

乾式キャスクの増

設，仮保管設備の

増設

許認可

設計・検討

許認可

現場作業

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

乾式キャスク仮保

管設備の増設

乾式キャスク仮保管設備の

増設検討及び設計

実施計画

乾式キャスク仮保管設備の

増設工事

実施計画
2020年4月16日　実施計画変更認可申請

2020年9月29日　実施計画変更認可

乾式キャスク増設 現場作業

乾式キャスクの製造

乾式キャスクの設置

（共用プールからの燃料取

り出し）

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・乾式キャスクの製造及び使用前検査実施中

・乾式キャスク仮保管設備の増設実現性について検討中
・乾式キャスク仮保管設備の増設の計画立案

・2021年度末頃からの乾式貯蔵キャスクの納入開始を計画

・2022年中の乾式キャスク仮保管設備の増設工事の開始を計画

No. 分類 項目

②－６ 使用済燃料
・乾式貯蔵キャスク増設開始

・乾式貯蔵キャスク増設エリア拡張

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

現場作業 設置工事

運用

試運転

・ロータリーキルンの摺動部に想定より多い摩

耗が確認されたため、コールド焼却試験の開始

時期を調整中。

・工程は、原因調査結果を踏まえて検討中。

本格運用（焼却

処理）

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・2018年4月19日実施計画変更認可

・設置工事を実施中
― ・2020年度に竣工,運転開始予定

No. 分類 項目

③－１ 固形状の放射性物質 ・増設焼却設備設置

現時点

コールド試験 ホット試験 工程調整中
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

現場作業

運用

No. 分類 項目

③－２ 固形状の放射性物質 ・大型廃棄物保管庫（Cs吸着材入り吸着塔）設置

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・2018年11月30日 実施計画変更認可申請

・2019年6月3日∼2020年5月20日　準備作業（地盤改良等）

・2020年5月27日 実施計画変更認可

・2020年6月１日～　建屋設置工事

・2020年7月22日 実施計画変更認可申請（揚重設備、架台設置）

ー ・2021年度に建屋竣工予定

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

許認可

実施計画

建屋設置（換気，電気・

計装含む）

2018年11月30日 実施計画変更認可申請

2020年5月27日 実施計画変更認可

実施計画（楊重設備，架

台設置）
2020年7月22日 実施計画変更認可申請

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

設置工事 2020年6月1日～　着工

吸着塔類の移動 架台設置後に吸着塔移動開始予定

現時点

工程精査中
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

設計・検討

許認可

運用

No. 分類 項目

③－３ 固形状の放射性物質 ・ALPSスラリー（HIC）安定化処理設備設置

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・2017年度に概念設計を実施

・2018～2020年度に構内での設置可能場所の選定，脱水物を収納する容器の検

討を行い，処理設備の基本設計を実施

・2021年1月7日 実施計画変更認可申請

・第7387回検討会にて，設置までのスケジュール （案）を提示

・ＨＩＣからスラリーの抜出，脱水物の充填・搬出，メンテナンス時等，設備運用時の安全性確

保。

・2021年度より建屋設置工事及び機器製作・設置を開始予定

・2022年度に運用開始予定

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

配置設計・建屋設計

実施計画 2021年1月7日 実施計画変更認可申請

スラリー安定化処理

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

製作・

現場作業

建屋設置

スラリー安定化処理設備

（フィルタープレス機

他）製作・設置

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

許認可

現場作業

運用

設計・検討

許認可

現場作業

運用 廃棄物受入 2022年度に運用開始予定

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

固体廃棄物貯蔵

庫第１０棟設置

設置の検討・計

画

実施計画

設置工事

減容処理設備設

置

実施計画 2019年12月2日 変更認可申請

設置工事
地盤整地等の準備作業実施中

2022年度竣工予定

減容処理 竣工後，速やかに実施

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

【減容処理設備】

・2019年12月2日 実施計画変更認可申請

【固体廃棄物貯蔵庫第１０棟】

・詳細設計を実施中

・汚染土一時保管施設と統合し設置する計画へ変更

ー

【減容処理設備】

・2022年度に竣工予定

【固体廃棄物貯蔵庫第１０棟】

・2022年度に竣工予定の減容処理設備の運用開始に合わせて，運用開始できるよう検討

等を進める。

No. 分類 項目

③－4 固形状の放射性物質 ・減容処理設備・廃棄物保管庫（10棟）設置

現時点
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・当面10年程度に発生する固体廃棄物物量予測を年1回見直し，適宜保管管理計

画を更新する。

No. 分類 項目

③－５ 固形状の放射性物質
・廃棄物のより安全・安定な状態での管理

・瓦礫等の屋外保管の解消

工程表

保管管理計画に基づき2028年度内までに，水処理二次廃棄物及び再利用・再使用対象を除くすべての固体廃棄物の屋外保管を解消する。

福島第一原子力発電所の固体廃棄物の

保管管理計画イメージ

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・2016年3月「東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の固体廃棄物の保管管

理計画」の策定（2020年7月　第4回改訂）
－
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No. 分類 項目

③－６ 固形状の放射性物質 ・汚染土一時保管施設の設置（その他のもの）

工程表

本施設は固体廃棄物貯蔵庫第10棟と統合するため、固体廃棄物貯蔵庫第10棟（③-4）の工程を参照

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・固体廃棄物貯蔵庫第10棟と統合し、設計を実施中 ― ・今後は固体廃棄物貯蔵庫第10棟（③-4）に工程を記載し、進捗管理を行う

20



2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

許認可

※２

性状把握 ※２

※１：安全最優先で慎重に作業を進めるため，今後のアクセスルート構築時のダスト濃度変化等によっては，時期が前後する可能性がある。

※２：1号機アクセスルート構築時のダスト濃度変化を踏まえて，2号機においてもダスト低減対策を検討中。ダスト低減対策や今後のアクセスルート構築時のダスト濃度変化等によっては，時期が前後する可能性がある。

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

2号機PCV内部

調査及び試験

的取り出し作

業，性状把握

2号機PCV内部調査及び試

験的取り出し作業

2018年７月25日　実施計画変更認可

申請

2021年2月4日　実施計画変更認可

※２

現場作業

PCV内部調査に向けた準備

工事
※２

PCV内部調査及び試験的取

り出し作業

1号機PCV内部

調査
現場作業

PCV内部調査に向けた準備

工事
※１

PCV内部調査 ※１

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

○原子炉格納容器（PCV）内部調査

・遠隔調査装置を開発し，PCV内部調査を進めている。至近の調査状況は下記の通り。

【１号機】

・走行型調査装置が1階グレーチング上から装置先端部を吊り下ろすことで，ペデスタル外側地下

階の映像・線量率を取得（2017年3月）

【２号機】

・テレスコピック式調査装置の先端をペデスタル内グレーチング脱落部まで到達させた後に装置先

端部を吊り下ろすことで，ペデスタル内の映像・線量率データを取得（2018年1月）

・装置先端にフィンガ構造を有した調査装置を用いて，ペデスタル内の堆積物の状態を確認（2019

年2月）

【３号機】

・水中ROVにてペデスタル内の映像を取得（2017年7月）

○原子炉圧力容器（RPV）内部調査

・オペフロ上側からアクセスする「上部穴開け調査工法」，原子炉建屋外側からアクセスする「側

面穴開け調査工法」について，アクセス装置の開発，調査方式の開発を実施

○原子炉格納容器（PCV）内部調査及び試験的取り出し作業

・試験的取り出し装置の開発や，広範囲かつ詳細な映像の取得や放射線計測などができる多機能なPCV

内部調査装置の開発と，PCV内部調査及び試験的取り出し作業に向けた準備作業

・PCV内部調査及び試験的取り出し作業に向けた準備作業における原子炉格納容器ペネトレーション穿

孔作業及び干渉物撤去作業に伴う放射性物質・ダストの飛散防止対策の検討・実施

○原子炉圧力容器（RPV）内部調査

・アクセス装置・調査装置の開発，調査の実施に必要な付帯システムの検討等

○原子炉格納容器（PCV）内部調査及び試験的取り出し作業

・開発した取り出し・調査装置によるPCV内部調査及び試験的取り出し作業を計画

○原子炉圧力容器（RPV）内部調査

・調査装置，調査システムの開発及び実機での調査方法の検討

No. 分類 項目

③－７
固形状の放射性物質

廃炉作業を進める上で重要なもの

・１号機の格納容器内部調査

・２号機燃料デブリ試験的取り出し・格納容器内部調査・性状把握

・格納容器内及び圧力容器内の直接的な状況把握（その他のもの）

現時点

工程調整中
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

現場作業

運用

設計・検討

許認可

No. 分類 項目

③－８ 固形状の放射性物質

・分析施設本格稼働，分析体制確立

・分析第２棟等の燃料デブリ分析施設の設置

・放射性物質分析・研究施設（第１棟）の設置（その他のもの）

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

【放射性物質分析・研究施設（第１棟）】

・2017年3月7日実施計画変更認可

・設置工事を実施中

【放射性物質分析・研究施設（第2棟）】

・2020年5月20日実施計画変更申請

【放射性物質分析・研究施設（第2棟）】

・合理的な運用となるよう，既存分析施設での分析経験を第２棟の分析方法等に反映

・燃料デブリ分析を安全に実施するための対策及び保安管理

【放射性物質分析・研究施設（第１棟）】

・2021年6月頃に運用開始予定

【放射性物質分析・研究施設（第2棟）】

・ＪＡＥＡ，東電で連携し，合理的な施設運用が可能になるよう，引き続き対応

・2021年内に燃料デブリ取り出しが開始された後は，まずは既存分析施設で分析に着手

・中長期的な燃料デブリ分析能力の確保の観点から整備する第２棟は，2024年を目途に運用を

開始する予定

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

2020年5月20日 実施計画変更認可申請

現場作業

準備工事

放射性物質分

析・研究施設

（第１棟）

設置工事

瓦礫等・水処理二次廃棄物

の分析

設置工事

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

放射性物質分

析・研究施設

（第２棟）

詳細設計

実施計画

現時点

工程調整中
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

No. 分類 項目

③－９ 固形状の放射性物質 ・燃料デブリ取り出しの安全対策

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・燃料デブリ取出しは，RPVペデスタル内のデブリに直線的にアクセス可能なX6ペ

ネからの横アクセスにより，２号機の試験的取り出しから開始し，段階的に規模を

拡大していく。

・段階的な取り出し規模の拡大に向け，取り出し設備等の設計や安全確保の考え方

と被ばくの評価を実施中

・段階的な取り出し規模拡大に向けたプロセス検討

・現行設備での，PCV閉じ込め機能維持評価，冷却維持機能評価，臨界管理評価等の取り出しシス

テム成立性検討

・取り出し設備等の設計検証や安全評価

・段階的な取り出し規模の拡大に向けた安全システムの検討

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現場作業 燃料デブリ取出設備設置

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

設計・検討

設計検討

燃料デブリ取出設備

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

No. 分類 項目

③－１０ 固形状の放射性物質 ・取り出し燃料デブリの安定な状態での保管

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・燃料デブリを保管するための施設を準備するまでの短期間，取り出し初期の燃料デブ

リを安全に保管するための一時的な保管設備を準備することとし，その概念検討を

2018年度に実施

・一時保管設備は，保管方法を乾式と設定し，既設建屋を活用して保管できるよう候補

地を選定中

・2019年度から一時保管設備の基本設計に着手し，設備の具体化を検討中

・放射性物質の閉じ込め，未臨界等に配慮した取扱いを安全に実施できるための具体的な設備の検

討

・燃料デブリを安全かつ合理的に収納・保管することができる専用の収納缶の検討

・段階的な取り出し規模の拡大に向けた一時保管設備の検討

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現場作業
燃料デブリ一時保管設備

設置

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

設計・検討

設計検討

燃料デブリ一時保管設備

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

1号機原子炉建屋 現場作業

2020年7月3日　防水塗装試験実施

雨水浄化装置設置完了

防水塗装完了

1号原子炉建屋大型カ

バー設置
1号機原子炉建屋カバー設置工程は検討指示事項No.②－１を参照

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

2号機側SGTS配管撤去後，B，C工区（約

1500m2）の瓦礫撤去を実施予定

B工区（2号機Rw/B側）については、9月29日に

排水ルート切り替え完了

3号機タービン建屋 現場作業

瓦礫撤去 瓦礫撤去完了

流入防止堰設置，開口

部シート掛け・雨樋設

置

2020年5月18日　着工

開口部シート掛け　８月7日完了

屋上簡易防水・雨水浄

化装置設置

1・2号機廃棄物処理

建屋
現場作業

瓦礫撤去

A工区(600m2)

2020年2月より1・2号機廃棄物処理建屋雨水対策

(A工区)着手し，11月25日ガレキ撤去完了

8月5日に排水ルート切り替え完了

SGTS配管撤去 1/2号機排気筒下部の高線量ＳＧＴＳ配管等の撤去工程は検討指示事項No.⑤－１を参照

瓦礫撤去

B，C工区(1,500m2)
工程検討中

工程表

対策箇所 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

【1，2号廃棄物処理建屋】

・2020年2月より1・2号機廃棄物処理建屋雨水対策(A工区（600m2）)着手し、11月に完了

【その他の建屋】

・2019年3月，FSTR建屋雨水対策工事完了

・2019年10月，2号機タービン建屋下屋雨水対策完了

・2020年3月，２号機原子炉建屋下屋雨水対策完了

・2020年3月，３号機廃棄物処理建屋雨水対策完了

【3号タービン建屋】

・2018年11月19日からヤード整備に着手し完了

・ガレキ撤去作業、開口部シート掛け、浄化装置設置、防水塗装完了

・既存設備の撤去や配管の閉止方法等について，検討が必要
・１・２号機廃棄物処理建屋雨水対策工事は，B，C工区分（約1500m2）を2号機側SGTS配管撤去後

に実施予定(工程は検討中)

No. 分類 項目

④－１ 外部事象等への対応

・建屋屋根修繕【雨水】

・建屋内雨水流入の抑制（３号機タービン建屋への流入抑制）（その他のもの）

・建屋内雨水流入の抑制（１，２号機廃棄物処理建屋への流入抑制）（その他のもの）

１・２号機廃棄物処理建屋作業工区割図

現時点
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No. 分類 項目

④－２ 外部事象等への対応 ・１，２号機排気筒の上部解体【耐震】

工程表

2020年4月29日解体完了、5月1日頂部蓋設置完了

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・排気筒解体工事着手（2019年8月1日）

・2020年4月29日解体完了

・2020年5月1日頂部蓋設置完了

ー
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

【区分④】

1号機原子炉建屋の扉

等

現場作業

【区分④】

2号機原子炉建屋の扉

等

現場作業

【区分④】

3号機原子炉建屋の扉

等

現場作業

【区分⑤】

1∼4号機廃棄物処理建

屋，4号機原子炉建

屋・タービン建屋

現場作業

開口部閉塞区分

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

開口部閉塞 2020年7月16日全4箇所完了

開口部閉塞
24箇所中10箇所完了

2020年3月16日着手

開口部閉塞 2020年8月25日全7箇所完了

開口部閉塞 2020年11月24日全5箇所完了

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・「閉止困難箇所」を含め，全開口箇所について工夫を行い対策を行うことを報告（第65回），優先順

位を踏まえ対策実施区分を見直し（第68回）

・【区分②】３号タービン建屋：津波対策工事完了（2019年3月25日 全27箇所の対策が完了）

・【区分③】２，３号機原子炉建屋外部のハッチ・階段11箇所，4号機タービン建屋等のハッチ9箇所：

津波対策工事完了（2020年3月13日 全20箇所の対策が完了）

・【区分④】2021年以降も滞留水が残る１～３号機原子炉建屋の扉等：津波対策工事完了（2020年11

月24日 全16箇所の対策が完了）

・【区分⑤】区分④以外の残りの建屋（1∼4号機廃棄物処理建屋，4号機原子炉建屋・タービン建屋）の

開口部を2021年度完了を目標に閉止する。（2021年2月9日現在 24箇所中10箇所の対策が完了）

 ・原子炉建屋：流動解析等を用いた流出リスクの評価（第87回監視・評価検討会にて説明）
・【区分⑤】区分④以外の残りの建屋（1∼4号機廃棄物処理建屋，4号機原子炉建屋・

タービン建屋）の開口部を2021年度完了を目標に閉止する。

No. 分類 項目

④－３ 外部事象等への対応 建屋開口部閉塞等【津波】

⑤ ⑤ ⑤

①

④④
④

⑤②①

③

⑤ ⑤

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

設計・検討

許認可

安定化処理設

備設置
取り纏まり次第，提示

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

除染装置ス

ラッジの移送

詳細設計検討 設計の進捗を踏まえ、工程精査中

実施計画
2019年12月24日　実施計画変更認

可申請

製作・現場

作業

除染装置フラッシング，床

面除染，遮へい設置等

抜き出し装置製作・設置 設計の進捗を踏まえ、工程精査中

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・遠隔操作アーム，吸引装置を用いてスラッジを抜き出す方法を検討中

・プロセス主建屋１階の除染作業を実施中

・スラッジ抜出しの過程における脱水を計画中

　（“安定化処理”を別個に計画する必要があるかを今後判断）

・抜き出し装置を設置するプロセス主建屋１階が高線量であることから除染の検討

・高線量スラッジを取り扱うことから遮へい，漏えい対策等の安全対策の検討

・抜き出し時にスラッジをどこまで脱水できるかについて検討

・スラッジの脱水性の評価と脱水設備の設計具体化

・抜き出し装置の更なる具体化，安全対策を含めた詳細設計を実施し，スラッジを高

台へ移送開始する。（2023年度 高台への移送を完了予定）

・スラッジ抜出しに関する実施計画変更申請への反映に向けて検討を進める。

No. 分類 項目

④－４ 外部事象等への対応

固形状の放射性物質

・除染装置スラッジの移送【津波】

・除染装置スラッジの安定化処理設備設置（その他のもの）

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

⑤2,3号機タービ

ン建屋間
現場作業

⑥１/2号機ター

ビン建屋東側
現場作業

⑦4号機タービン

建屋東側
現場作業

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

道路整備他（フェーシング） 9月末完了

フェーシング 7月20日着手

フェーシング

フェーシング箇所

工程表

対象箇所 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・建屋周りのフェーシングとして，３号機タービン建屋東側エリア『①』については，2018年11月からヤー

ド整備工事に着手し，2019年7月に完了

・４号機建屋南側『②』は道路整備にて2019年3月に完了

・純水タンクエリア（１号機タービン建屋北側）『③』は，2020年２月末に完了

・２号機，３号機原子炉建屋間道路（山側）エリア『④』は道路整備にて，2020年3月に完了

・２号機，３号機原子炉建屋間道路（海側）エリア『⑤』は道路整備にて，2020年9月末に完了

・１号機,　2号機タービン建屋側エリア『⑥』は、2020年7月20日より着手

・使用済燃料取り出しなど他の廃炉作業とヤードが輻輳する。

・建屋周辺のガレキ撤去が必要
・その他のエリアについては，計画が纏まった箇所から順次実施予定

No. 分類 項目

④－５ 外部事象等への対応 ・建屋周辺のフェーシング範囲の拡大【雨水】

現時点

R/B : 原子炉建屋

T/B : タービン建屋

Rw/B: 廃棄物処理建屋

C/B : コントロール建屋

N

【凡例】

陸側遮水壁

フェーシング（計画または実施中）

フェーシング完了

既設設備（建物・タンク等）

1,2FSTR他

4R/B上屋

排気筒

1,2S/B

排気筒

3T/B下屋

4T/B上屋

4T/B下屋

2T/B上屋

3R/B下屋 4R/B下屋

2R/B上屋

1T/B下屋

1R/B下屋

1T/B上屋

3C/B 4C/B
1C/B

2C/B

1R/B上屋

3R/B上屋

3,4S/B

3T/B上屋

2T/B下屋

2R/B下屋

1Rw/B

2Rw/B 3Rw/B 4Rw/B

③
①

④

1CST 2CST 3CST 4CST

⑤

⑥
⑥

②

⑦

使用済み燃料取出し用架構等
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

No. 分類 項目

④－６ 外部事象等への対応 ・建物構築物・劣化対策・健全性維持

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・1～4号機原子炉建屋は，損傷状況を考慮した建物モデルを用いた地震応

答解析により倒壊に至らないことを確認済

・原子炉建屋については，線量環境に応じた調査を実施しており，4号機に

ついては定期的に建屋内部に入り目視等で躯体状況を確認している。

・1～3号機については，高線量エリアであるため調査範囲が限定されてお

り，建屋内外の画像等から調査出来る範囲の躯体状況を確認している。

・耐震安全性評価の保守的な評価モデルに対し，評価結果に変更が生じる事

象が無いかを確認していく。

・３号機原子炉建屋の地震観測試験を開始（2020年4月）

・高線量エリアにおける無人による調査方法を検討

・劣化状況を適切に評価が出来るような耐震評価モデルの検討

・建屋全体の劣化傾向を確認するための評価方法の検討

・燃料デブリの取り出し検討状況等を踏まえ，適切な時期に解決可能なよ

う，検討を進める。

検討
躯体状況確認・調査方

法の検討
2020年度の検討を踏まえ設定

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

No. 分類 項目

④－７ 外部事象等への対応 ・建屋外壁の止水【地下水】

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・サブドレン及び陸側遮水壁に加えて，建屋屋根の補修・陸側遮水壁内のフェー

シングにより雨水・地下水の建屋への流入抑制対策を継続的に実施している。

・汲み上げ井戸，水質，ポンプや冷凍機などの管理が不要な，監視のみとなる止水工法を選定す

る。

・実現可能な施工方法の検討

・被ばく防止手法

・関係者及び有識者のヒアリング及び検討体制の構築

取り纏まり次第，提示

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

No. 分類 項目

④－８ 外部事象等への対応 ・メガフロートの対策（その他のもの）

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・5，6号機滞留水を一時貯留したメガフロートについて，滞留水を処理した上

で，ろ過水をバラスト水として貯留し港湾内に係留

・早期リスク低減の観点（津波による周辺設備の損傷防止）から，港湾内で着底

させ，護岸及び物揚場として再活用する。

・着底マウンド造成作業・1～4号取水路開渠内への移動・バラスト水処理作

業・内部除染作業が2020年２月までに完了

・仮着底作業が2020年3月4日に完了

・内部充填作業が2020年8月3日に完了

・護岸ブロック据付作業を2020年9月30日から開始

ー
・2021年度内に護岸工事等が完了させ，その後有効利用開始する予定。

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

現場作業

着底・内部充填 2020年8月3日　津波リスク低減の完了

護岸工事・盛土工事

現時点
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

現場作業

No. 分類 項目

④－９ 外部事象等への対応 ・千島海溝津波防潮堤の設置（その他のもの）

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・切迫性が高い千島海溝津波に対して，2020年度上期完了を目標に，アウターラ

イズ津波防潮堤を北側に延長する工事を実施し，2020年9月25日にＬ型擁壁等の

設置完了

・内閣府「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会」の公表内容を踏ま

え，防潮堤設置計画を検討中

ー

防潮堤設置工事 2020年9月25日　防潮堤設置完了

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ
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2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

No. 分類 項目

⑤－１ 廃炉作業を進める上で重要なもの ・１，２号機排気筒下部の高線量ＳＧＴＳ配管等の撤去

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・2020年2月12日　1，2号機排気筒下部周辺のSGTS配管線量測定を実施

・2020年4月～9月　1，2号機排気筒とSGTS配管接続部の内部調査及びSGTS配管上

部の線量測定を実施

・現場調査結果を踏まえたSGTS配管撤去工法の検討 ・SGTS配管の撤去工法の検討を進めていく。

実施計画
工法検討を基に、2021年2月中旬頃に実施計

画申請予定

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現場作業 高線量SGTS配管撤去 2021年度までに撤去完了予定。

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

設計・検討
現場調査・撤去工法検

討・モックアップ

4月6日より内部調査を開始

汚染分布状況の把握のための追加調査を行い、

調査結果を工法検討へ反映する。

許認可

現時点

34



2022年度
2023年度

以降

1Q 2Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

No. 分類 項目

⑤－２ 廃炉作業を進める上で重要なもの ・多核種除去設備処理済水の海洋放出等

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・フランジ型タンク内Sr処理水のALPS処理，建屋滞留水処理に必要なALPS処理

水タンク容量として，設置済の未使用分を含めて2020年中までに約148万m3を

確保する予定。

・多核種除去設備等で浄化処理した水の取り扱いについては，2020年2月10日

に国の小委員会の報告を受けた処理水の処分方法（海洋放出,水蒸気放出）に係

わる技術的な検討素案を提示。

－

・多核種除去設備処理水の扱いについては,国の小委員会の低減を踏まえ,国が幅広い

関係者のご意見を伺っているところ。それらを踏まえ国からは風評対策も含め基本的

な方針が示されるものと認識しており,当社は,それを踏まえ,丁寧なプロセスを踏みな

がら適切に対応し,設備の設計検討等を進める予定。

・それまでは,貯留している処理水を引き続き,しっかり,安全に管理していくととも

に,処理水の性状等の情報を国内外に透明性高く,適時適切に発信していく。

取り纏まり次第,提示

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ
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2022年度
2023年度

以降

１Q ２Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

1号機 現場作業

2号機 現場作業

現場作業

No. 分類 項目

⑤－３ 廃炉作業を進める上で重要なもの ・原子炉建屋内等の汚染状況把握（核種分析等）（その他のもの）

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

○1～3号機原子炉建屋１階の線量低減を実施状況と現状の雰囲気線量

【1号機】

・北西･西エリアは空間線量を60％程度低減

（平均約4mSv/h(2014年3月)⇒約1.5mSv/h(2018年12月)）

・南側エリアはAC配管・DHC設備等の高線量機器が主線源

・北東・北エリアは狭隘かつ重要設備が配置されており線量低減ができていない。

【2号機】

・空間線量を70％程度低減

（平均約15mSv/h(2013年3月)⇒約5mSv/h(2019年12月)）

・高所部構造物・HCU等が主線源

【3号機】

・北西･西エリアは空間線量を70％程度低減

（平均約16～25mSv/h(2014年6月)⇒約5mSv/h(2020年5月))

・電源盤・計装ラック・HCU・機器ハッチレール部等が主線源

・北・南・北東エリアは依然線量が高い。

・南西エリアは上部階からの汚染の移行により，十分な線量低減ができていない。

【1号機】

・X-6ペネのある南側エリアには，線量寄与が大きい高線量設備（AC配管・DHC設備など）があり，

当該設備の除染工法・撤去工法等の線量低減対策の検討が必要

【2/3号機】

・依然として線量の高い箇所があることから，線源となっている機器に対するの除染工法・撤去工法

等の線量低減対策の検討が課題

・主な残存線源は高所部機器・残存小瓦礫および重要機器(計装ラック)廻り・HCU等

・各号機における線量低減対策方針を検討

（今後計画している試験的取り出し・PCV内部調査等の燃料デブリ取り出し準備に係る機器撤去工

事等による線量低減実績反映）

工程表

対象 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

対策工事

対策工事

線量寄与が大きい高線量設備（AC配管・RCW系

統(RCW熱交･DHC設備)）の対策工事の実施など

を検討。2020年7月より線源除去に向けた準備作

業を実施中。

対策工事
原子炉建屋1階の干渉物撤去・線量低減の実施。

2020年7月より機器撤去・除染を実施中。

原子炉建屋1階の機器撤去，高線量箇所への遮へ

い体設置工事を実施。2019年9月より機器撤去･

遮へい設置・線源調査作業を実施。

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

3号機

設計・検討

環境改善（線量低

減・干渉物撤去）の

検討 ステップ2

ステップ1の作業実績を踏まえた，環境改善(線量

低減・干渉物撤去)の検討完了。

環境改善（線量低

減・干渉物撤去）の

検討 ステップ3

ステップ2の検討結果を踏まえた，環境改善(線量

低減・干渉物撤去)の検討。

現時点
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2022年度
2023年度

以降

１Q ２Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

PCV水位低

下時の安全

性確認

現場適応性

の課題抽

出・整理

現場適応の

成立性確認

No. 分類 項目

⑤－４ 廃炉作業を進める上で重要なもの ・原子炉冷却後の冷却水の性状把握（核種分析等）（その他のもの）

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・現在の注水冷却方式を維持し，取り出し規模が拡大される段階で，冷却方式だけでは

なく，放射性物質の閉じ込め，臨界管理等のシステム検討や，燃料デブリ加工時の冷却

方法の検討等，総合的に冷却方式を検討中

・冷却方法の変更に伴うその他の安全機能（閉じ込め，臨界管理等）への影響の検討について，定

量的な評価が困難なものがある。
・調査方法の検討を行う。

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

設計・検討

PCV(S/Cを含

む)内の水位

計測・制御を

行うシステム

検討

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

運用

原子炉注水の一時的な停止

試験
3号機の試験時期は調整中。

原子炉建屋滞留水水位低下

（半減に向けた水位低下）

現時点

2号機（注水停止:8/17～8/20)

1号機（注水停止：11/26～12/1）

3号機

37



2022年度
2023年度

以降

１Q ２Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

現場作業

道路・排水路の清掃

建屋の雨水対策

（ガレキ撤去）
各建屋の雨水対策工事（ガレキ撤去）工程は検討指示事項No.④-1を参照

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・排水路及びタービン建屋雨樋への浄化材設置，道路・排水路清掃，各建屋屋根面

のガレキ撤去等を実施中

・２号機原子炉建屋屋根面の敷砂等撤去完了

・１～３号機タービン建屋下屋雨どいの浄化材設置は，2018年9月完了

・１,２,４号機タービン建屋上屋雨どいの浄化材設置は，2019年3月完了

・各建屋のガレキ撤去については，使用済燃料取り出し等，他の廃炉作業とヤードが輻輳する。

・降雨時に雨どいの採水分析を行い，浄化材の効果確認を実施予定

・各建屋の雨水対策工事（ガレキ撤去）の工程については，検討指示事項No.④－1を

参照

No. 分類 項目

⑤－５ 廃炉作業を進める上で重要なもの ・排水路の水の放射性物質の濃度低下（その他のもの）

現時点
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2022年度
2023年度

以降

１Q ２Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

ヤード整備 現場作業

ガレキ撤去 現場作業

No. 分類 項目

⑤－６ 廃炉作業を進める上で重要なもの ・建屋周辺瓦礫の撤去（その他のもの）

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・2016年度末までに，２号機原子炉建屋西側の路盤整備を完了

・2020年7月17日より3号機原子炉建屋南側ガレキ撤去に関する現場調査に着手

・2020年9月よりガレキ撤去準備（資機材設置）を開始した。

・資機材設置後は、汚染拡大防止処置（チェンジングプレースの設定等）を行

い、本格的なガレキ撤去を2021年1月27日より開始 するした。

・使用済燃料取り出し等，他の廃炉作業とヤードが輻輳する。 ・ガレキ撤去を2021年12月頃まで継続的に実施予定。

工程表

対策 分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

2号機構台設置

ヤード整備
2号機構台設置ヤード整備の工程は検討指示事項No.②-2を参照

3号機原子炉建屋

南側ガレキ撤去

2021年1月27日より本格的なガレキ

撤去に着手 予定済

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

現時点
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2022年度
2023年度

以降

１Q ２Q 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

現場作業 モニタリング 2021年度以降もモニタリング継続

設計・検討
汚染範囲の特定・今後の

予測

工程表

分類 内容
2020年度 2021年度

備考

3Ｑ～４Ｑ

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

・護岸部の地盤改良（水ガラス）及び海側遮水壁により海域への漏えいを防止すると

ともに，2.5m盤のフェーシングにより雨水の浸透を抑制している。また，ウェルポイ

ントにより地下水をくみ上げ，濃度を監視している。

・対策（土壌の回収・洗浄，地下水の浄化）の方針及び廃棄物の処理方法の検討が必要

・2019年度に8.5m盤フェーシングが完了したことから，雨水の流入がこれまでより

も減少することが想定される。これにより，地下水の流れに変化が生じる可能性があ

ることから，2020年度は環境変化後のモニタリングを継続する。その後，2020年度

のモニタリング結果を踏まえ，汚染範囲の特定と今後の推移予測を行う。

No. 分類 項目

⑤－7 廃炉作業を進める上で重要なもの ・T.P.2.5ｍ盤の環境改善（その他のもの）

現時点
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・廃炉プロジェクト・品質管理体制の強化

・事業者による施設定期検査開始（長期保守管理）

・労働安全衛生環境の継続的改善

・高線量下での被ばく低減

現状の取り組み状況 検討課題 今後の予定

継続的な取り組みを実施。

赤字は前回からの追加・変更箇所を示す。

青点線の工程は見直し前、黄色線の工程は見直し後の工程を示す。

No. 分類 項目

⑤－８ 廃炉作業を進める上で重要なもの

41



 
令和２年度 

第 56 回原子力規制委員会 

資料２ 

東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの 

低減目標マップの改定について 

令和３年２月１０日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１. 中期的リスクの低減目標マップに関する現状 

原子力規制委員会は、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた措置に関する目

標を示すことを目的として、東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標

マップ（以下「リスク低減目標マップ」という。）を決定・策定した（平成２７年２月１

８日第５７回原子力規制委員会）。その後、廃炉作業の進捗状況等に応じ、見直しを行っ

てきている。 

令和２年３月４日決定のリスク低減目標マップは、サイト全体を俯瞰して、５つの分

野にリスク低減目標の再整理を行った。その上で、インベントリが大きく人・環境に与え

る影響が大きいリスクと廃炉作業に影響を与えるリスクを低減する観点から、約１０年

後に目指すべき姿を掲げつつ、その達成のために必要な約３年間の主要なリスク低減目

標が設定された。 

現状の敷地内の放射性物質の所在及びその量を別添１に、リスク低減目標に対する進

捗状況を別添２に示す。 

  

２．改定の方針 

今回の改定においては、リスク低減目標に対する進捗を踏まえた時点修正及び東京電

力福島第一原子力発電所事故に係る調査・分析により得られた知見を反映することとし

たい。 

以上を踏まえたリスク低減目標マップの改定案を別添３に示す。 

 

３．今後の予定 

原子力規制委員会における議論を踏まえ、次回の特定原子力施設監視・評価検討会で

リスク低減目標マップの改定案に関する関係者の意見を聴取した上で見直しを行い、あ

らためて原子力規制委員会に諮ることとする。 

 

以 上 

 

添付資料： 

 別添１：放射性物質等の所在状況 

別添２：東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップの進捗状況 

別添３：東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ改定案 
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セシウム吸着塔一時保管施設

タンクエリア

プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋1～3号機

250

100PBq以上

10～100PBq 

1～10PBq 

1PBq未満

①吸着塔

②スラッジ類

③シールドプラグ

⑤総放射能から①～④を除
いたもの（燃料デブリなど）

④滞留水

濃縮廃液類

ALPS処理済水

<0.001

<0.001

放射性物質（主にCs-137 ）の所在状況（使用済燃料は除く） （単位；PBq）

※注
• 減衰は10年後（2021年3月11日）を基準日として計算

• 総放射能を、JAEA-DATA／Code2012-018及び減衰を考慮し、環境への放出を除いたものとして想定した。
• 本資料は使用済燃料を除いたCs-137の所在状況を示したものであるが、この他にSr-90について36PBq（プロセス主

建屋及び濃縮廃液タンクエリア）、H-3について0.69PBｑ（タンクエリア）存在する
• 端数処理を行っているため、合計は一致しない

10
22070

濃縮廃液タンクエリア

0.4

④, 0.4

①, 250

②, 10

③, 70 

⑤, 220

総放射能
（放出分除く）

550

別添１
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共用プール建屋

乾式キャスク仮保管設備

3号機2号機

1号機

6号機

5号機

2500体以上

1500～2500体

500～1500体

～500体

使用済燃料の所在状況

587体

292体

1,374体

1,456体

40(514体)*1

6,555体(6,081体)*1／［6,734体］*2

*1; （）内は2019年12月現在の数値

使用済燃料プール（建屋損傷等あり）

使用済燃料プール（建屋損傷なし）

乾式キャスク仮保管設備 *2; [ ]内は貯蔵容量

2021年2月3日現在の数値

2,033体／［3,965体］*2
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主要なインベントリ（Cs-137)の一覧

使用済燃料建屋・吸着塔に存在するもの

赤枠は、対処すべきものとして優先度の高いもの
ここで示した数値は、滞留水中のCs-137の放射能の収支、１点の測定値からの外挿、使用済

燃料１体当たりの平均値から算出するなど、ある仮定をおいて間接的に評価を行ったもので
あるため誤差が大きい
端数処理を行っているため、合計は一致しない

所在 インベントリ
（PBｑ）

セシウム吸着塔 ２５０

スラッジ類 １０

シールドプラグ ７０

滞留水 ０．４

総放射能から吸着塔等
を除いたもの残量

２２０

合計 ５５０

所在 インベントリ
（PBｑ）

1号機使用済燃料 １３０

2号機使用済燃料 ３６０

3号機使用済燃料 ２０

4号機使用済燃料 ０

5号機使用済燃料 ７５０

6号機使用済燃料 ７９０

共用プール ３，６００

乾式貯蔵キャスク １，１００

合計 ６，７００
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建屋
屋根
修繕

【雨水】

3号機

燃料取り
出し

液状の放射性
物質

固形状の放射性物質使用済燃料
外部事象等への

対応
廃炉作業を進める上で重要な
もの

「東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（主要な目標）」における今年度の進捗状況

2020

2021

2022

タービン
建屋

ドライアッ
プ

原子炉建屋内

滞留水の可能な限り
の移送・処理

プロセス主建屋等ドラ
イアップ

2号機原子炉建屋オペ
フロ遮へい・ダスト

抑制

1・2号機
燃料取り出し

乾式貯蔵キャスク
増設開始

増設焼却設備
設置

大型廃棄物保管庫
（Cs吸着材入り吸着

塔）設置

ALPSｽﾗﾘｰ(HIC)安
定化処理設備設置

減容処理設備・廃棄
物保管庫(10棟)設置

除染装置スラッジの
移送【津波】

1,2号機

排気筒
の上部
解体

【耐震】

建屋開口部閉塞等
【津波】

事業者に
よる施設
検査開始

（長期保
守管理）

廃炉プロ
ジェクト・
品質体
制の管
理強化

1・3号機S/C水位低下
の先行的な取り組み

1号機の格納容
器内部調査

建物構築物・劣化対
策・健全性維持

2号機燃料デブリ試験

的取り出し・格納容器
内部調査・性状把握

建屋周辺のフェーシ
ング範囲の拡大

【雨水】

プロセス主建屋等ゼ
オライト等の安全な状

態での管理

燃料デブリ取り出
しの安全対策
（時期未定）

1号機原子炉建屋
カバー設置

2号機

燃料取り
出し遮へ
い設計等

高線量下での
被ばく低減

今後の
更なる
目標

2023
～
2031

廃棄物のより安全・安
定な状態での管理

全号機使用済燃料
プールからの燃料取り

出し

原子炉建屋内滞留水
の全量処理

建屋内滞留水のα核
種除去方法の確立

瓦礫等の屋外保管の
解消

分析施設本格稼
働分析体制確立

1,2号機排気筒下部の高線量SGTS
配管等の撤去

原子炉
注水停

止に向け
た取り組

み

分野

5又は6号機
燃料取り出し開始

（時期未定）

タンク内未処理水の
処理

多核種除去設備処理済水の海洋
放出等（時期未定）

乾式貯蔵キャスク
増設エリア拡張

建屋外壁の止水
【地下水】

分析第2棟等の燃

料デブリ分析施設
の設置

プロセス主建屋等ゼ
オライト等安定化策

検討

労働安
全衛生
環境の
継続的
改善

建物等からの
ダスト飛散対策

取り出し燃料デブリ
の安定な状態での

保管

（年度）

：次年度も継続するもの

：目標から遅れているもの

別添２

：目標通り完了したもの
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「東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（その他のもの）1/2」における今年度の進捗状況

◯ 液状の放射性物質 完了時期

実施予定 Sr未処理水の処理 2020年内

実施時期未定 構内溜まり水等の除去

地下貯水槽の撤去

◯ 使用済燃料

実施時期未定 1号機原子炉建屋オペフロウェルプラグ処置、瓦礫撤去

使用済制御棒の取り出し

◯ 固形状の放射性物質

実施予定 汚染土一時保管施設の設置 2020年度内

増設焼却設備の設置 2020年度内

放射性物質分析・研究施設（第１棟）の設置 2021年度内

実施時期未定 除染装置スラッジの安定化処理設備設置

※2021年度以降の主要な目標「減容処理設備・廃棄物保管庫（10棟）設置」と統合

※2020年度の目標から遅れる見込み

※2021年度以降の主要な目標「分析施設本格稼働分析体制確立」と統合

※2021年度以降の主要な目標「除染装置スラッジの回収」と統合

※４号機逆洗弁ピット 2020年11月より着手

：目標通り完了したもの

：目標から遅れているもの

赤字：現状を踏まえたコメント

： 次年度も継続するもの
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「東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（その他のもの） 2/2」における今年度の進捗状況

◯外部事象等への対応 実施時期

実施予定 メガフロートの対策 2020年度内

千島海溝津波防潮堤の設置 2020年度内

建屋内雨水流入の抑制 3号機タービン建屋への流入抑制 2020年度内

建屋内雨水流入の抑制 1,2号機廃棄物処理建屋への流入抑制 2021年度内

◯廃炉作業を進める上
で重要なもの

実施予定 原子炉建屋内等の汚染状況把握（核種分析等） 2020年度以降

原子炉冷却後の冷却水の性状把握（核種分析） 2020年度以降

原子炉建屋内等での汚染水の流れ等の状況把握 2020年度以降

格納容器内及び圧力容器内の直接的な状況把握 2020年度以降

実施時期未定 建屋周辺瓦礫の撤去

排水路の水の放射性物質の濃度低下

要否検討 T.P.2.5m 盤の環境改善

※３号機原子炉建屋南側 2021年1月より着手

※2021年度以降もモニタリング継続

：目標通り完了したもの赤字：現状を踏まえたコメント

： 次年度も継続するもの
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建屋滞留水の処理

・１～３号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋以外の
建屋のドライアップを2020年末に完了

・循環注水を行っている１～３号機R/Bについて，2022～2024年度内に
原子炉建屋滞留水を2020年末の半分程度（約3,000m3未満）に低減する計画

原子炉建屋の水位低下に向けては、α核種の除去方法の確立が必要
プロセス主建屋の水位低下に向けてはゼオライト土嚢の除去が必要
さらなる高濃度滞留水への対応について検討が必要

・ドライアップが完了した建屋について、
床面露出を維持し、床に残存しているスラッジ等の処理が必要

A.液状の放射性物質についての現状（１／２）
2021.01（時点）

滞留水の量 放射性物質量

1号機R/B 約600m3 4.2E13Bq

2号機R/B 約1,900m3 9.1E13Bq

3号機R/B 約1,900m3 2.2E13Bq

PMB 約4,300m3 1.6E14Bq

HTI 約2,800m3 2.3E14Bq

合計 約11,500m3 5.4E14Bq

出典：第87回特定原子力施設監視・評価検討会東京電力資料（2021年1月25日）

P

P

P P

P

P

P

P

P

P

P

P

P

P

P 床面露出維持するために設置したポンプの位置
第85回廃炉・汚染水対策チーム会合事務局会議資料
（2020年12月24日）より抜粋、編集

※

※

※

※各号機の原子炉建屋水位（2020年12月時点）  -8-



原子炉注水停止に向けた取り組み

・１号機：2020年11月26日～12月１日までの５日間原子炉注水停止試験を実施。
最大約１℃の温度上昇を確認。

・２号機：2020年８月17日～８月20日までの３日間原子炉注水停止試験を実施。
RPV底部温度が約10℃上昇。長期的に注水を停止すると、300℃程度まで温度が上昇すると東電が評価

・３号機：2021年４月に７日間原子炉注水停止試験を実施予定。

１・３号機S/C水位低下に向けた取り組み

・３号機：2020年７～９月にかけてS/C内の水のサンプリングを実施、Cs等の濃度が高いため水位低下の際には流量の
調整など汚染水処理設備への影響の考慮が必要。
S/Cに接続する既設配管を活用し、自吸式ポンプによって排水し、原子炉建屋１階床面したまで水位を低下させる。
その後S/C下部に残る水をS/Cにガイドパイプを接続し、水中ポンプを設置することで排水する計画。
・１号機：水位低下に向けた計画等について、方針は示されていない状況。

A.液状の放射性物質についての現状（２／２）

タンク内未処理水の処理

・事故直後の汚染水の処理に使用されていた蒸発濃縮装置において発生した濃縮廃液について、D及びH2エリアに貯留
している。
・Dエリア貯留分の処理方法については現在検討を行っている。H2エリア貯留分はALPSスラリーを安定化する装置で処
理を行う予定である。装置の運用開始時期等から2022年内に処理は完了できない見込み。

建屋滞留水中のα核種の除去方法の確立
・２号機原子炉建屋の底部から水を採取し、α核種の性状の分析を実施。大部分が粒子状で存在することを確認。
・現在のセシウム除去設備にフィルターを追加して除去する方針で検討を行っている。
・今後、１・３号機の水も採取し、データを拡充する予定。
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B.使用済燃料についての現状（１／２）
３号機からの燃料取り出し

・2021年２月３日時点で526/566体の燃料の取り出しが完了
事故時の瓦礫等の落下により燃料集合体のハンドルが変形しているものが18体存在するが、残りの燃料全てについて
つり上げることが可能であることを確認している。

東京電力のHPより引用

カバーの中の主な機器外観 建屋状
況

東京電力のHPより引用

出展：東京電力ホーム
ページ

燃料取扱機

クレーン

566→40

2021年1月28日廃炉・汚染水対策チーム会合/事務局会議資料より抜粋、編集

SFP

出典：＜参考資料＞2021年2月3日東京電力ホールディングス株式会社福島第一廃炉推進カンパニー
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B.使用済燃料についての現状（２／２）

２号機からの燃料取り出し
・2019年度に取り出し方法は確定。2020年12月に取り出し設備の設置に係る実施計画変更認可申請を受理。
・一部有人作業のためのオペフロの遮へいの設計については、今後の線量調査に基づき検討。

１号機からの燃料取り出し
・2019年度に取り出し方法は確定
・新しい燃料取扱設備等を設置するために、崩落屋根、天井クレーン等の大型の瓦礫等を撤去するために設置する大型
カバー設置に向けて準備を行っている。

１号機大型カバー ２号機燃料取り出し設備

5・6号機からの燃料取り出し
・６号機の燃料取り出しは2022年度に実施予定。
・５号機の燃料取り出しは2023年度以降に実施する予定。

第76回特定原子力施設監視・評価検討会東京電力資料（2019年11月18日）より抜粋第78回特定原子力施設監視・評価検討会東京電力資料（2020年2月17日）より抜粋

乾式貯蔵キャスク増設及び乾式貯蔵キャスク貯蔵エリア拡張

・3号機からの燃料取り出しが終了後、6号機からの燃料取り出しに向けて共用プールの空き容量を確保するために乾式
貯蔵キャスクを増設する必要がある。現在、キャスクの製造中であり、工程に遅れは生じていない。
・現在の乾式貯蔵キャスクの保管エリアの容量では、全号機からの燃料取り出しに対応できない。そのため、キャスク
保管エリアの拡張が必要であり、2022年から工事着手予定としているが、具体的な計画は示されていない。
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C.固体状の放射性物質についての現状（１／２）
プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋の最地下階に存在する高線量のゼオライト土嚢

・事故直後に応急措置としてプロセス主建屋及び高温焼却炉建屋に貯留した汚染水の核種濃度を低減するために投入し
たもの。
・ゼオライト土嚢の表面線量率の最高値は、プロセス主建屋で3000mSv/h、高温焼却炉建屋で4000mSv/h
・水中において吸引により取り出す方針について示されたが、成立性、具体的な安全対策等については今後確認が必要。

第87回特定原子力施設監視・評価検討会東京電力資料（2021年1月25日）より抜粋第77回特定原子力施設監視・評価検討会東京電力資料
（2019年12月16日）より抜粋

ALPSスラリー安定化に向けた取組

・ALPSの前処理設備において発生する泥状の沈殿物（スラリー）は、高濃度のSr-90等を含んでいる。発生したスラ
リーは、ポリエチレン製の高性能容器（HIC）に保管している。
・β線によるHICの劣化、水素の蓄積による上澄み液の溢水などのリスクがあり長期的な安定性は低い 。また、HICの
保管容量も逼迫してきている。
・このことから、スラリーを脱水し、安定な状態で保管するための安定化設備の設置を計画している。2022年度からの
運用開始予定であり、現在実施計画の審査中。
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低線量の瓦礫等について
・2028年度までに屋外の一時保管エリアを解消する計画
そのために、減容設備、廃棄物保管庫等を設置する予定。
・2021年4月より運用開始を予定していた、伐採木等を焼却するための増設焼却設備について設計に問題が発覚したた
め運用開始が遅れる見込み。
・低線量のコンクリート及び金属瓦礫を減容するための減容処理設備の運用の2022年度からの運用を予定している。
・瓦礫の保管容量及び汚染土を屋内保管するための固体廃棄物貯蔵庫第10棟の建設を計画しており、2022年度内の設置
完了に向けて、現在詳細設計の検討中。

燃料デブリの取り出しに向けた取組
・2021年度内に開始を予定していた２号機からの試験的取り出しについては、取り出し設備の開発が新型コロナウィル
ス感染拡大の影響で遅れているため、開始が2022年度以降となる。
・2021年内に実施予定していた１号機格納容器内部調査については、ロボットのアクセスルート構築作業中の機器トラ
ブル等により工程に遅れが生じている。2021年夏頃より開始予定。

C.固体状の放射性物質についての現状（２／２）
大型廃棄物保管庫の設置
・セシウム吸着装置で発生する使用済吸着塔は、現在、屋外で保管している。
・吸着塔内残水等の汚染拡大リスクを低減するために、吸着塔を屋内保管するための大型廃棄物保管庫の設置を2021年
内の設置を予定している。現在実施計画の審査中。

分析施設の設置
・瓦礫や水処理二次廃棄物の処理・処分の方法及びその安全性について検討するためにそれらの性状を把握する必要が
ある。
・現在、性状把握のための分析・試験を行うための放射性物質分析・研究施設第１棟を福島第一原子力発電所の敷地内
に建設中であり、２０２１年より運用を開始する予定である。
・燃料デブリの取り出しから保管までの各工程に必要な技術の開発のためのデブリの性状を把握するための分析・試験
を行う放射性物質分析・研究施設第２棟の運用を2024年より計画している。現在、実施計画の審査中。
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D.外部事象等への対応についての現状（１／２）

・除染装置スラッジの移送については、移送装置の設計が当初発注していたメーカーが品質要求を満たすことができな
かったため、発注先を変更し、再検討が必要となったため、大幅に工程が遅れている。2023年度に開始予定。

除染装置スラッジ移送に向けた取組（津波対策）

高線量エリア

スラッジ

貯槽Ｄ

T.P.24.9mより高い
場所

T.P.8.5m

容器

計画

除染装置設置
エリア

3.11津波よりも高い津波（検討用津波 T.P.24.9m）への対策として、
スラッジをプロセス主建屋地下の貯槽Dから抽出し、線量が低い建屋外
で容器に入れて高台へと移送する計画

コンクリート
貯槽

保管容器にスラッジ入れる設備
(プロセス主建屋の外)

使用済吸着塔仮保管施設（第４施設）など

想定供用期間：４～６月

第73回特定原子力施設監視・評価検討会東京電力資料
（2019年7月22日）より抜粋、編集
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D.外部事象等への対応についての現状（２／２）

地震対策

・2020年4月に1/2号機排気筒の上部解体が完了

津波対策

・3.11津波対策として、建屋開口部の閉止を進め、2021年１月現在113/127箇所の閉
止が完了（開口面積は1,200m2から150m2に減少）

・千島海溝津波（高さ10.3m）対策防潮提（高さ11.0m）の設置が2020年9月に完了。

・内閣府の千島海溝・日本海溝津波モデル（2020年4月公表）による津波高さが11.8m
になると評価し、千島海溝津波対策防潮提をかさ上げ予定(11.0m⇒13～16m)

・また、最新の海底地形など保守的な条件のもと3.11津波高さを再評価し、高さが実
績（約13.5m）よりも約1.5m上回ると評価。

これにより、建屋の開口部のうち閉止しきれない箇所は津波が越流するが、建屋滞
留水の流出リスクは低いと評価。

雨水対策

・３号機タービン建屋の屋根損傷部について、雨水流入防止堰、屋根カバーの設置等の工事が2020年10月に完了。
・１～４号機タービン建屋周辺のフェーシングを進めている。2020年度は２、３号機タービン建屋間のフェーシングが
完了。
・建屋への雨水地下水の流入量について、建屋滞留水の処理が進み建屋間の水位の連通がなくなり、建屋毎の雨水・地
下水流入量をより正確に評価することが可能になったが、2020年は少雨だったためデータを拡充できなかった。
今後データを拡充し正確な評価を行い、建屋毎の流入量、流入箇所を特定していく必要がある。

第87回特定原子力施設監視・評価検討会東京電力資料
（2021年1月25日）より抜粋
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E.廃炉を進める上で重要なものについての現状（１／２）

廃炉プロジェクト・品質管理体制の強化

事業者による施設検査開始（長期保守管理）

労働安全衛生環境の継続的改善

・2020年4月にプロジェクト体制及び安全・品質管理強化を目的とした組織改編を実施。それと同時に100名程度現場の
要員を強化。
・2020年度第２四半期以降、放射線管理、設計管理、運転管理上の不適合が相次ぎ発生。
・これらの不適合の共通的な要因について、組織構造まで深堀した分析を行うことを求め、継続して確認していくこと
が必要。

・2020年11月から１～４号機周辺防護区域への入退域管理が強化されことに伴い、作業場所から戻る時は、１～４号機
周辺に設置されている装備交換所でG装備に着替える運用に変更。
・入退域管理のゲートのレーンが限られている、装備交換所が狭く数が限られている等により作業場所への行き来に時
間を要する状況が発生。
・待ち時間が発生することによる無用な被ばく、装備交換所で作業員同士の接触による汚染のリスクがある状況。
・これらについて作業員の意見も踏まえた改善を求め、その状況を確認していくことが必要。

・2020年６月に長期保守管理計画を策定し、2020度第２～３四半期にかけて試運用を経て、第４四半期より本格運用を
開始。
・2021年度のはじめに計画の見直しを実施する予定。
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E.廃炉を進める上で重要なものについての現状（２／２）

１／２号機ＳＧＴＳ配管の撤去

・１／２号機ＳＧＴＳ配管内部は高いレベルで汚染されており、高い線源となっている。
・このため、１／２号機原子炉建屋周辺での廃炉作業の支障となっている。
・廃炉作業を円滑に進めるためにも配管の撤去を計画している。現在、配管内部の汚染状況の調査及び調査結果に基づ
く工法の検討などを行っており、今後実施計画の変更認可申請が提出される予定。
2021年度内の完了を予定している。

ＡＬＰＳ処理済水の処分
・現在、政府によりＡＬＰＳ小委員会の検討結果、関係各所の意見等を踏まえ処分方針について検討を行っている。

高線量下での被ばく低減

・東京電力は、継続して建屋内での作業時の被ばく低減対策を実施してきている。
・今後、デブリ取り出しに向けた作業、１・２号機からの燃料取り出し作業など建屋内での高線量下での作業が増える
ことが見込まれる。
・事前の線量調査に基づく遮へいの設置等被ばく低減対策を求め、審査、検査等を通じて確認していく。

建物等からのダスト飛散対策

・原子炉建屋から基準を超えるダストの放出は確認されていない。
・一方で、今後デブリ取り出し、除染装置スラッジの除去、１・２号機の燃料取り出し設備の設置などこれまでよりも
建屋からのダスト飛散リスクが高い作業が多く予定されている。
・事前の汚染調査等に基づくダスト飛散防止対策の実施を求め、審査、検査等を通じて確認していく。
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☆事故分析に係る調査結果のうち廃炉を進める上で重要なもの

シールドプラグ下面の汚染

・１～３号機のシールドプラグ下面にそれぞれ0.1～0.2PBq、20̃40PBq、30PBq程度のCs137（滞留水移行
分等を差し引き建屋内にデブリとして残っていると考えられる量が約210PBq）が存在することが事故
分析において評価された。
・今後のデブリ取り出しに向けた作業を進める上で、対応を検討する必要がある。

S/C

SGTS

D/W

オペレーティング
フロア

原子炉格納容器

圧
力
容
器

２号機 ３号機

30PBq20-40PBq0.1-0.2PBq

１号機

シールドプラグ下面のCs137の存在量の評価値
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３号機原子炉建屋４階の汚染状況

・３号機原子炉建屋4階における空間線量率は100mSv/hを超えており、３階の空間線量率(20̃30mSv/h)と比べて高い。
・測定時の線量計は指向性を有しておらず線源については特定できていないが、建屋外からの測定結果も踏まえると４
階の原子炉格納容器側の壁から西側の空間において一様に存在していると考えられる。
・今後、更なる調査を行い、線源の分布及び汚染の量について特定していく必要がある。

SGTS配管系の汚染

・事故分析を通じてSGTS配管の汚染分布について、測定し明らかにした。
・汚染分布の測定・評価にあたっては、独自の手法を開発した。
・事故分析で得られたSGTS配管の汚染分布の結果及び測定・評価手法はSGTS配管撤去の計画の策定及び今後の廃炉作業
の計画を作成するための汚染調査に活かすことが可能。

事故分析に係る調査結果のうち今後の廃炉作業を見据えて留意すべき事項（参考）
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リスクの低減に向けた分野と目指すべき姿分野

液状の放射性物質
・建屋内滞留水（α核種を含む）の処理を進め、原子炉建屋を除き排水完了エリアとして維持する
・雨水・地下水流入抑制策を進め、建屋内滞留水の増加を抑えつつ、原子炉建屋内滞留水の全量処理を行う。
・１／３号機のサプレッションチェンバの内包水は漏えい時に建屋外に流出しないレベルまで減らす

使用済燃料

・１・２・３・５・６号機の使用済燃料プールから全ての燃料の取り出しを完了させる
・乾式貯蔵キャスク置き場を増設し、必要な使用済燃料貯蔵容量を確保する
・共用プール内の燃料についても可能な限り乾式貯蔵キャスクにて保管する

固形状の放射性物質

・プロセス主建屋等に残っている高線量のゼオライト入り土嚢の取り出し・安定保管
・使用済セシウム吸着塔等の建屋内安定保管及びALPSスラリーの安定化処理・保管を行う
・瓦礫等の減容・焼却を進め、その総量を減らし、屋外での一時保管状態を解消させる
・その他の固形状の放射性物質のより安全な状態での保管・管理

・燃料デブリ性状の把握やその他の固形状の放射性物質の処理に必要な分析施設を設置し、作業に必要な人
員・能力を確保する

・燃料デブリ取り出しに伴う安全対策及び燃料デブリの安定な状態での保管を行う

外部事象等への対応

・建屋外壁の止水を行い、建屋への地下水流入を大幅に抑制する
・建屋内への雨水流入防止のための建屋屋上部等を修繕する
・津波による滞留水流出・増加防止のため建屋開口部の閉止・流入抑制等の措置を講じる
・建屋構築物等の劣化や損傷状況に応じた対策を講じる

・リスク低減活動の迅速な実施のために必要な体制を強化するとともに、品質管理を向上させる

・１／２号機排気筒下部などの高線量線源の除去又は遮へいによる被ばく低減対策及び原子炉建屋内作業時
のダスト飛散対策を講じる

・多核種除去設備等処理水の海洋放出等を行う
・シールドプラグ汚染を考慮した各廃炉作業への影響を検討

廃炉作業を進める上
で重要なもの

別添３今年度の進捗等を踏まえた東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ改定案

※赤字：調査・分析により得られた知見を反映
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液状の放射性
物質

固形状の放射性物質使用済燃料
外部事象等への

対応
廃炉作業を進める上で重要な
もの

今年度の進捗等を踏まえた東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（主要な目標）改定案

2021

2022

2023
原子炉建屋内

滞留水の可能な限りの移送・
処理

プロセス主建屋等
ドライアップ

2号機原子炉建屋オペフロ
遮へい・ダスト抑制～2023

1・2号機
燃料取り出し

乾式貯蔵キャスク増設開始

増設焼却設備
運用開始

大型廃棄物保管庫
（Cs吸着材入り吸着

塔）設置

ALPSｽﾗﾘｰ(HIC)安
定化処理設備設置

減容処理設備・廃
棄物保管庫(10棟)

設置

除染装置スラッジの回収

建屋開口部閉塞等
【津波】

★シールドプラグ付近の汚染状態把握

1・3号
機S/C

水位低
下に向
けた取

組

1号機の格納容
器内部調査

建物構築物・劣化対
策・健全性維持

2号機燃料デブリ試験

的取り出し・格納容器
内部調査・性状把握

建屋周辺のフェーシ
ング範囲の拡大
【雨水】～2023

プロセス主建屋等ゼ
オライト等の安全な状

態での管理

燃料デブリ取り出しの安全対策（時期未定）

1号機原子炉建屋カバー設置

2号機
燃料取り出し遮へい設計等

高線量下での被ばく低減

今後の
更なる
目標

2024
～
2032

廃棄物のより安全・安
定な状態での管理

全号機使用済燃料プールか
らの燃料取り出し

原子炉建屋内滞留水の全量
処理

建屋内
滞留水
のα核

種除去
方法の
確立

瓦礫等の屋外保管の
解消

分析施設本格稼
働分析体制確立

1,2号機排気筒下部の高線量
SGTS配管等の撤去

原子炉
注水停
止に向
けた取

組

分野

6号機燃料取り出し開始

タンク内未処理水の処理
（2023以降も継続）

乾式貯蔵キャスク
増設エリア拡張

建屋外壁の止水
【地下水】

分析第2棟等の燃

料デブリ分析施設
の設置

プロセス主建屋等ゼ
オライト等安定化策

検討

労働安全衛生環境の継続的改善

建物等からのダスト飛散対策

取り出し燃料デブリ
の安定な状態での

保管

（年度）

品質管理体制の強化

5号機燃料取り出し開始

：次年度も継続するもの

：目標から遅れているもの

赤字：前年度からの変更

★：前年度からの追加

★シールドプラグ汚染を考慮した
各廃炉作業への影響を検討

多核種除去設備処理済水の
海洋放出等（時期未定）
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今年度の進捗等を踏まえた東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（その他のもの）改定案

赤字：前年度からの変更

◯液状の放射性物質 実施時期

実施予定 構内溜まり水等の除去（４号機逆洗弁ピット） ２０２１年内

実施時期未定 地下貯水槽の撤去

ドライアップ完了建屋の残存スラッジ等の処理

◯使用済燃料 実施時期

実施時期未定 使用済制御棒の取り出し

◯外部事象等への対応 実施時期

実施予定 建屋内雨水流入の抑制 1,2号機廃棄物処理建
屋への流入抑制

２０２１年度内

◯廃炉作業を進める上で重要なもの 実施時期

実施予定 原子炉建屋内等の汚染状況把握（核種分析等） ２０２０年度以降継続

原子炉冷却後の冷却水の性状把握（核種分析） ２０２０年度以降継続

原子炉建屋内等での汚染水の流れ等の状況把握 ２０２０年度以降継続

格納容器内及び圧力容器内の直接的な状況把握 ２０２０年度以降継続

建屋周辺瓦礫の撤去（３号機原子炉建屋南側） ２０２１年度内

実施時期未定 排水路の水の放射性物質の濃度低下

1,2号機排気筒下部とその周辺の汚染状況調査

要否検討 T.P.2.5m 盤の環境改善に係る土壌の回収・洗浄、
地下水の浄化対策等の検討
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セシウム吸着塔一時保管施設

タンクエリア

プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋1～3号機

250

100PBq以上

10～100PBq 

1～10PBq 

1PBq未満

①吸着塔

②スラッジ類

③シールドプラグ

⑤総放射能から①～④を除
いたもの（燃料デブリなど）

④滞留水

濃縮廃液類

ALPS処理済水

<0.001

<0.001

放射性物質（主にCs-137 ）の所在状況（使用済燃料は除く） （単位；PBq）

※注
• 減衰は10年後（2021年3月11日）を基準日として計算

• 総放射能を、JAEA-DATA／Code2012-018及び減衰を考慮し、環境への放出を除いたものとして想定した。
• 本資料は使用済燃料を除いたCs-137の所在状況を示したものであるが、この他にSr-90について36PBq（プロセス主

建屋及び濃縮廃液タンクエリア）、H-3について0.69PBｑ（タンクエリア）存在する
• 端数処理を行っているため、合計は一致しない

10
22070

濃縮廃液タンクエリア

0.4

④, 0.4

①, 250

②, 10

③, 70 

⑤, 220

総放射能
（放出分除く）

550

別紙１
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共用プール建屋

乾式キャスク仮保管設備

3号機2号機

1号機

6号機

5号機

2500体以上

1500～2500体

500～1500体

～500体

使用済燃料の所在状況

587体

292体

1,374体

1,456体

40(514体)*1

6,555体(6,081体)*1／［6,734体］*2

*1; （）内は2019年12月現在の数値

使用済燃料プール（建屋損傷等あり）

使用済燃料プール（建屋損傷なし）

乾式キャスク仮保管設備 *2; [ ]内は貯蔵容量

2021年2月3日現在の数値

2,033体／［3,965体］*2

別紙２
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主要なインベントリ（Cs-137)の一覧

使用済燃料建屋・吸着塔に存在するもの

赤枠は、対処すべきものとして優先度の高いもの
ここで示した数値は、滞留水中のCs-137の放射能の収支、１点の測定値からの外挿、使用済

燃料１体当たりの平均値から算出するなど、ある仮定をおいて間接的に評価を行ったもので
あるため誤差が大きい
端数処理を行っているため、合計は一致しない

所在 インベントリ
（PBｑ）

セシウム吸着塔 ２５０

スラッジ類 １０

シールドプラグ ７０

滞留水 ０．４

総放射能から吸着塔等
を除いたもの残量

２２０

合計 ５５０

所在 インベントリ
（PBｑ）

1号機使用済燃料 １３０

2号機使用済燃料 ３６０

3号機使用済燃料 ２０

4号機使用済燃料 ０

5号機使用済燃料 ７５０

6号機使用済燃料 ７９０

共用プール ３，６００

乾式貯蔵キャスク １，１００

合計 ６，７００

別紙３
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